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九州企業とアジア経済～金融危機の影響は？～

九州大学大学院教授

丹羽 由一

はじめに

このところ毎日のように、景気の先行きにつ

いて不安なニュースが新聞紙上を賑わせていま

す。１２月５日付の日本経済新聞にも「九州の工

場、０８年雇用不安拡大－大分キヤノン１，１００人

削減、東芝北九州１６０人契約更新せず」という

記事が大きく掲載されました。これまで九州経

済を牽引してきた名だたる企業群が、一挙に防

戦一方の状況に追い込まれ、新規のプロジェク

トは軒並み中止や延期を余儀なくされています。

当初は「海の彼方で証券会社が破綻した」程度

にしか思っていなかった出来事が、ここまで深

刻な事態になるとはまだ実感が湧いてこないと

いうのが正直なところではないでしょうか。

「海の彼方」といえば、今から７年前の９．１１

同時テロも同じ場所で起こりました。あの時は

文字通り「対岸の火事」として「崩壊→混乱→

変革→再建」というプロセスを観察しつつ、ア

メリカの実行力を再認識したものでしたが、今

回は全く状況が違います。最も大きな違いは「敵

が見えない」ことと「再建後の姿がイメージで

きない」こと。さらに日本としては「類焼の危

険が出てきたこと」です。以下では今回の金融

危機の影響について、アジア経済との関連や九

州企業の置かれている状況および対応策などを

レポートします。

九大・福銀連携事業について

申し遅れましたが、私は現在、九州大学大学

院で「アジア財務戦略」という講座を担当して

います。これは０８年度から福岡銀行の１３０周年

記念事業、及び九州大学百周年記念事業の寄附

講座として新たに発足したもので、アジア各国

のビジネス環境や日系企業のグローバル財務戦

略の研究・教育を実施し、学生に高度な実務を

習得させるとともに、アジアへ事業展開する地

元財界のお役に立とうとするものです。

プログラムの内容としては、講義のほかにア

ジアの主要金融センターを訪ねそのダイナミズ

ムを体験させる「アジアスタディツアー」や、

当プログラムのキックオフイベントとして０８年

１１月に福岡市で開催した「アジアビジネス戦略

フォーラム」など、これまでの大学の枠にとら

われない柔軟な活動を続けています。日夜ビジ

ネスに携わる皆様におかれましても、九州の「お

隣さん」であるアジアの重要性を再認識いただ

くとともに、さらなるご関心をお持ちいただけ

れば幸いです。

なお「アジアビジネス戦略フォーラム」につ

きましては、野村資本市場研究所の関志雄先生

に「中国経済の現状と課題」と題して基調講演

を、内外の研究者・実務家の皆様に「九州企業

のアジアビジネス」と題してパネルディスカッ

ションをしていただき、盛況裏に幕を閉じまし

た。その内容はまた後日、本誌でご紹介したい

と思います。

寄稿

［略歴］
１９７７年 東京大学経済学部経済

学科卒業 日本開発銀行入行
１９８６年 ハーバード大学国際問題研究所客員研究員
１９８７年 大蔵省財政金融研究所主任研究官（シニアエコ

ノミスト）
２００１年 日本政策投資銀行シンガポール事務所長
２００４年 財団法人えひめ地域政策研究センター常務理事
２００８年 九州大学大学院経済学研究院特任教授
［著書］
Policy-Based Finance（World Bank）、東アジアの経済発
展とグローバル経営戦略（晃洋書房）、アジア・大洋州の
ＩＴ戦略（科学技術振興事業団）、中国最新事情（ＤＢＪ）
ほか
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図表１ アジア主要株式市場の下落率
（２００７年１０月→２００８年１０月）

上海 ▲６９．１％

香港 ▲５９．８

シンガポール ▲５７．５

インド ▲５６．１

韓国 ▲５４．５

日本 ▲５４．３

台湾 ▲５２．８

米国（参考） ▲３９．８
（出所）日本経済新聞

なぜアジアが金融危機の影響を受けるのか

そもそも今回の金融危機は米国の無分別な不

動産ローンをきっかけとするもので、いわば「青

い目の連中がマネーゲームでスッた」という、

よくある話の一つにすぎません。それがどうし

て太平洋を越えてアジアに飛び火するのか。こ

の点をきちんと押さえておかないと対策も立て

ようがありません。結論から言えば、これは決

して偶発的な出来事ではなく、アジア経済はも

ともと今回のような金融ショックをまともに受

けやすい構造なのです。

０８年１０月にリーマンブラザーズが経営破綻し

てからの１か月で、アジア株はかってないほど

の暴落を経験しました。図表１で直近のピーク

をつけた０７年１０月からの１年間における下落率

を市場別に見てみますと、三分の一以下に下

がった上海を筆頭に、香港、シンガポール、イ

ンド、韓国、台湾など、いずれも半値以下に沈

んでいます。

サブプライム問題自体は１年以上も前から表

面化していましたが、皆様もご記憶の通り０８年

の夏頃まではいわゆる「デカップリング論」が

主流で、「アジア経済は欧米のマネーゲームと

はあまり連動しない」と考えられてきました。

確かに経済成長率とか物価上昇率などの景気指

標（風向き、風速）についてはあまり連動性はな

いのですが、今回のような地殻変動（地震）とな

るとまさに津波と同様、震源地よりも甚大な被

害がもたらされることもあるのです。

その波及メカニズムは大きく分けて短期的な

資金フローに関するものと、中長期的な実体経

済面という２つのルートがあります。

�資金フロー面
世界のマネーフローにおいて、アジアは欧米

から短期の投機資金を受け入れる一方で、余資

の運用は信用力の高い欧米の長期債で行うとい

う構造にあります。アジアの各金融市場には一

応自前の資金が集まっているものの、事業リス

クの不透明性などからこれが国内のプロジェク

トの長期資金として投資されず、代わりに運用

先を求めてアジアに入り込んだグローバルな短

期余剰資金がこれに充当されています。つまり

アジアは期間の面で世界に与信し、長短ミス

マッチのリスクを取っているのです。

このため今回のように世界のマネーフローが

収縮する局面では、海外から資金の引揚げが急

激に起こり、資金ショートに陥る危険性が高い

のです。９７年に発生したアジア通貨危機はまさ

にこの典型ですが、基本的な資金ポジションは

当時とほとんど変わっていないのです。

その結果、世界的な信用収縮によりアジアか

ら短期資金が引揚げられ、一方アジアが投資し

ている欧米の債権は価値が下落するというダブ

ルパンチに見舞われ、株価どころか通貨危機の

再来さえ懸念されています。

�実体経済面
いわゆる実物経済の面においても、アジア各

国はアンバランスな体質が災いして傷を拡げて

います。特に軽工業品、エレクトロニクス製品

の輸出や観光業を中心に対米依存度が想像以上

に高く、米国消費の冷え込みは即不況につなが

るのです。

０１年の９．１１同時テロの際も、世界で最も経

済的な打撃を受けたのはアジアで、例えばシン

ガポールは建国以来初のマイナス成長に、イン

寄稿
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図表２ 韓国ウォンの対円レート（最近１年間）

ドネシアに至っては国の経済が破綻し国債がＤ

格（デフォルト）まで格下げになりました。

今回もかってのバブル崩壊後の日本と同様、

米国経済の長期停滞が予想されますが、その影

響がアジアの製造業セクターやサービスセク

ターを直撃することは間違いありません。

すでに中国では広東省の輸出関連産業を中心

に工場閉鎖や倒産が相次ぎ、失業者の急増から

暴動が多発するなど、政治問題に波及する動き

も見られます。

韓国は大丈夫か

昨年の夏以降韓国経済を巡るショッキングな

ニュースが続いています。まず０８年上期の経常

赤字が５３億ドルと通貨危機後最悪となったのを

皮切りに通貨ウォンが急落、さらに景気後退も

重なって株もリーマンショック以前から大きく

下げ、それが資金の海外逃避を加速させるとい

う負のスパイラルに陥っています。また国のバ

ランスシート上でも負債が膨らみ、９月末時点

で８年半ぶりに純債務国に転落するという有様

です。

図表２はこの間の韓国ウォンの急激な下落を

示していますが、このように１年間で為替が半

値に落ち、まさに前回の通貨危機の影におびえ

る状況です。貿易・投資面など特に結びつきが

強い九州としては大変気になるところで、韓国

買物ツアーに浮かれている場合ではありません。

なぜアジアのなかでも韓国が最も落ち込みが

激しいのか。実はここにも構造的な問題が横た

わっています。もともと韓国経済は見た目ほど

足腰が強くはなく、特にエネルギー効率の低さ

がよく指摘されます。この点が０８年の原油高騰

を受け格好の売り材料となったことに加え、世

界的な信用収縮のなかでいわゆる「円キャリー

トレードの巻き戻し」が拍車をかけた形です。

円キャリートレードとは、日韓の金利差を利

用して利ざやを稼ぐ取引で、低金利の円を借り

高金利のウォンで運用します。しかしウォンが

下落すると利ざやどころではなく元本割れして

しまいますので、いったん下がり始めると投資

家はいっせいにウォン売りに走り暴落につなが

るのです。これが「巻き戻し」で、キャリート

レードは輸出入などの実取引を伴わないため必

ず最後は円に戻して返済しなければならず、

マーケットの撹乱要因です。

現在はこのような形で韓国の通貨や株がたた

き売られており、韓国の金融当局としてはこれ

を買い支えるために手持ちのドル資産を売らざ

るを得ず、ますます苦しい状況に追い込まれて

います。前回の通貨危機の際は最終的にＩＭＦ

に助けを求め、その管理下に入ってなんとか再

建したわけですが、今回もこのまま下降局面が

継続するようなら、アイスランドやウズベキス

タンに一歩近づくことになります。

韓国は日本と同じく資源を持たない貿易立国

で、基本的には輸出増により経済を立て直すし

かありません。そうだとすると現在のウォン安

は韓国製品の価格競争力を高めるため、輸出が

増加してやがて資金フローも改善するという見

方もあります。しかし実はこの点も今回はこれ

までとは異なります。サムスンのグローバルバ

リューチェーンに象徴されるように、近年東ア

ジアの域内分業が急速に進展した結果、韓国も

海外現地生産や日本などからの高機能部品の輸

入が急増し、ウォン安がかえってコスト増加要

因となっているのです。
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図表３ 九州のアジア度

（出所）九州経済産業局
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図表４ 九州の対アジア輸出

（出所）九州経済産業局

韓国経済は本当に強いのかどうか、私はここ

１年がヤマ場と見ています。

では九州経済はどうか

言うまでもなく九州はアジアの影響を一番強

く受けます。図表３は九州の「アジア度」をみ

たものですが、財の輸出入、企業進出、外国人

入国者など、ヒト、モノ、カネすべての面で全

国よりアジアへの依存度が高くなっています。

特に輸出については近年アジア向けの伸びが著

しく、図表４に示す通りなかでも韓国、中国向

けが急増しています。

これはアジア各国経済の市場化が進み、年間

所得３，０００ドル以上のいわゆる「購買層」が増

え日本製品を買い求めるようになったこと、上

述した東アジア域内分業の進展に伴い日本から

の部品輸出が急増していることによるものです。

この結果、いまや九州はアジア向けの部品や最

終製品の供給・中継基地として、各社のアジア

ビジネスのオペレーションに組み込まれている

のです。それが今回、世界的に消費が一挙に冷

やされた結果、アジア経済の原動力であった輸

出が落ち込み、九州経済も冒頭紹介した記事の

ように急ブレーキをかけられて必死に踏ん張っ

ているわけです。

しかし経済は自転車のようなもので、ある程

度の速度がないと転倒してしまいます。九州も

このまま止まってしまう訳にはいきません。米

国の消費停滞が長期化し、欧州や新興国の需要

も減退して、アジアもリセッションに陥るなか、

はたして九州経済は回復可能でしょうか。

そのキーはそもそも九州経済が何を原動力に

成長してきたかにあります。少なくとも近年に

おいては、エレクトロニクスと自動車を中心に

した輸出品の生産が、設備投資や域内雇用を創

出し、あわせて産業構造の高度化を促進してき

たのです。しかし実はこれらの産業はもともと

九州内で発展したもの（内発型）ではなく、三大

都市圏からいきなり大工場が進出してきたもの

（外来型）で、もし広大な用地や低廉な労働力だ

けが強みというなら、その意味においては中国

やベトナムへの工場進出と変わるところはあり

ません。

例えば、大手エレクトロニクスメーカーの事

業所別の付加価値額を調べてみると、多くの場

合三大都市圏の技術集約・研究開発型事業所に

おいて高く、一方九州や東北の量産型工場は低

くなっています。また自動車については部品産

業の集積が競争力の決め手ですが、九州にはま

だそれほど揃っていません。立地の理由につい

ても、当時の報道によれば「夏場の電力供給に

不安がない」（日産）、「東海大地震の際のリス

ク分散」（トヨタ）という、いわば補完的、限界

的な要素が含まれており、需要が減少する際に

は最も影響を受けやすい立場にあるとも言えま

す。かつてのソニーやホンダのように、小さな

寄稿
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図表５ 九州企業の SWOT分析

内部要因 外部要因

Strengths（強み）
アジアに近い
豊富な労働力

Opportunities（機会）
アジア市場の拡大
日本の食品の信頼

Weaknesses（弱み）
技術力、資金力
国際性

Threats（脅威）
金融危機
世界的不況

町工場からスタートし、地域の仕入先や納入先

と一緒に苦労しながら成長してきたケースとは

事情が異なります。我々は今まさに「本当に九

州で作る意味があるのか」という厳しい問いを

投げかけられているのです。

九州企業としての活路

このように経済のパラダイム自体が大きく変

革する局面では、原点に立ち返って企業戦略を

考えていくことが重要です。そもそも国内の他

地域と比べた「九州企業の強み」とは一体何で

しょうか。経営コンサルティングの代表的な手

法であるＳＷＯＴ分析を用いて検討してみると、

おおよそ図表５に示したような要素が浮かび上

がってきます。他にない強みといえばやはり「ア

ジアに近いこと」が第一にあげられます。これ

は距離的な近さだけでなく、心理的な近さや関

心の高さなども含みます。そしてこの厳しい経

済状況下であえて「機会」を探すなら、アジア

各国の市場化の進展や生活水準の向上に伴う

マーケットの量的、質的拡大があります。そし

てここから導き出されるソリューションは「他

地域とは一味違う、九州ならではのアジアビジ

ネス」です。

例えば「繊維のまち」大阪の企業は、早くか

ら韓国、台湾、香港に日本の流行ファッション

を売り込んでいます。バイヤーにとって大阪の

船場は一か所ですべてが揃い、かつ最新の流行

が把握できる「ファッションのメッカ」で、こ

の点では他の追随を許しません。このほか関西

ではスポーツ衣料や通販衣料などもアジア向け

がビジネスの大きな柱に育っています。

これを九州にあてはめるなら、何といっても

食の分野が有望です。特に昨今は中国製品の事

故が各国で相次ぎ、安全な日本の食品がアジア

において注目を集めています。「食」は究極の

ディフェンシブ銘柄で、特にアジアでは景気に

関係なく質的向上志向が顕著です。その点九州

は第一級の農産品、水産品が揃い、食品産業の

集積も厚く、マーケティングと流通次第ではま

だまだ大きく伸びる余地があります。そこで重

要なのは「新たな付加価値」を生み出す工夫で、

例えばメーカーや商社が農業分野に進出するこ

とにより経営のスコープメリットを活かすこと、

すなわち１．５次産業とか６次産業というジャン

ルが今後のフロンティアとなるでしょう。

もちろん生産財の分野でもアジアとの近さは

大きな武器になります。それは「ユーザーとの

近さ」で、工作機械や基幹部品などをはじめと

して「何かあった時にすぐ駆けつける」という

顧客サービスがますます重要になっており、九

州のアドバンテージとなっています。また商品

開発面でも、ユーザーの要望やクレームを処理

するなかでニーズとシーズのマッチングが可能

になり、通常思いつかないような製品やビジネ

スモデルが生まれるのです。

一方九州企業が比較的弱いと思われる技術力、

資金力、国際性についても、アジアとの近さを

活かして克服することができます。アジアの有

力企業は、実は日本企業の持つ高度な生産ノウ

ハウやきめ細かいサービスが欲しくてたまらな

いのです。実際に国内の他地域では、これらの

企業との提携やＭ＆Ａが着々と進みつつありま

す。これまで九州企業は近いにもかかわらずこ

ういった話にあまり積極的ではなく、特に買収

されることについてはかなり強い抵抗があるよ

うです。しかし経営にもスピードが求められる

時代において、新たな市場や新たなビジネスモ

デルに迅速に対応するには、「アジアの力」を

利用していくという発想の転換も必要だと思わ

れます。
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新しい事業展開のヒントは大学にも！～共同研究の現場から～

はじめに
皆さんは「大学シーズ」という言葉をご存知

ですか？
知の拠点である大学は、幅広く学術的知識と

専門的技術を教授する教育研究機関として発展
してきました。しかし、近年ではそれら大学の
知識や専門的な技術を教育のみならず、社会・
経済・文化の発展やビジネスの分野で活用する
ことへの期待が高まっています。
「大学シーズ」とは、大学等が所有する技術
や研究成果、教員・学生のアイデアや探究心な
ど大学等に潜在する知的財産や産業技術の総称
です。これらの「大学シーズ」を掘り起こし、
その教育研究に基づく技術やビジネス手法をも
とにした新たなベンチャー企業の設立、それら
技術の民間企業等への移転、また大学と民間企
業研究者との共同研究などの産学連携を図り、
新しい産業やイノベーションの創出を目指し、
ビジネス化を図る動きが急速に活発化していま
す。
なかでも、大学等との共同研究は、「大学シー

ズ」と「民間企業の事業化に向けた需要（企業
ニーズ）」をマッチングし、競合他社との差別
化を目的とした技術水準の向上や、下請企業か
らの脱却を意図した自社商品（技術）の開発を図
るうえで有効な手段であり、企業存続・発展の
ための重要な取り組みと言えます。
そこで今回は、特に“地域”の企業がどのよ

うな形で大学との共同研究に取り組み、事業展
開に役立てているのか考察してみます。

１．大学等における共同研究の現状
全国の大学等における共同研究件数は、近年

増加傾向にあり、２００７年度は１６，２１１件（前年度
比１０％増）と過去最高になっています（図１）。
そのうち九州では全国の約１割を占める１，６４５
件（同５％増）となっています。
また共同研究の相手先を見ると、全国、九州

ともに全体の８割強を民間企業が占めています。
特に九州では、民間企業の中でも中小企業（地
域企業）が占める割合が全国平均より若干高く
なっています（図２）。
さらに、九州地域における大学等の共同研究

分野について見ると（図３）、バイオ、農水産な
どのライフサイエンス、ナノテクノロジー、製
造技術に加え、環境やエネルギーの分野の比率
が高くなっています。
事実、九州の大学には、地域産業の強みであ

るバイオ、農水産、ナノテクノロジー、製造技
術などの大学シーズや研究者が多いことから、
地域企業との共同研究体制は整っていると考え
られます。

産業調査

図１ 大学等における共同研究の推移（全国と九州の比較）

（出所）九州経済産業局「平成１９年度産学連携状況調査報告」
※大学等＝大学及び高専

図２ 共同研究の相手先の割合（全国と九州の比較）

（出所）九州経済産業局「平成１９年度産学連携状況調査報告」

図３ 九州地域大学等の共同研究分野

（出所）九州経済産業局「平成１９年度産学連携状況調査報告」
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２．地域企業が取り組む共同研究の事例
ここでは、具体的な共同研究の事例を見てみ

ます。

大学は怖くない。思い切って、大学の扉を叩い
てみよう！
《企業名》

有限会社石橋屋（福岡県大牟田市）
《共同研究大学》 福岡大学

当社は、熊本県との県境の山間に近い福岡県
大牟田市にあり、従業員１３名の工場を持つ、こ
んにゃくを製造する食品製造加工業者です。明
治十年創業以来、“バタ練り”と呼ばれる伝統
製法で全ての製品を手作りで行なっています。
この製法によるこんにゃく製造業者は、国内で
も数件ほどしかなく、真心を込めて少量生産さ
れた高付加価値な製品として国内の百貨店や高
級スーパーを中心に販売されており、今では、
米国やシンガポールなど世界９カ国で“石橋屋
のこんにゃく”が食されています。
こうした中、４代目の石橋渉社長は、自分た

ちが製造するこんにゃくの新しい可能性を追求
するために、こんにゃくに含まれる有効成分を
検証したいと考え、０７年、福岡大学の門を叩き
ました。
共同研究では、肥満、糖尿病、高脂血症など

の生活習慣病の予防効果や糖尿病に対する治療

効果が期待できる新商品（コンニャクを粉末化
したもの）の製品開発が進めてられています。
石橋社長は、次のように語っています。
―私は、こんにゃく屋です。最初は、大学の
先生を訪問するのが怖かった。一体何を相談
するのかって言われそうで・・。しかし、こ
んにゃくの成分が生活習慣病に効果があるこ
とを証明できれば、機能性食品としての広が
りが見えてくるのと同時に、何より、消費者
の方からこんにゃくを見直してもらえるチャ
ンスになると信じて、夢中で共同研究に取り
組んでいます。共同研究を通じて、多くの支
援機関関係者とのコネクションもでき、行政
のプロジェクト資金の獲得や、販路開拓のサ
ポートを受けるなど、当初は想像もしていな
かった恩恵を受けています。共同研究は、決
して難しいものではなく、企業側の熱意があ
れば、成し遂げることができるものです。

石橋屋の“こんにゃく”が、生活習慣病の予
防食品として、世界中の食卓に並ぶ日も、そう
遠くはないかもしれません。

共同研究は、大学教授とビジョンを共有化する
ことが不可欠！
《企業名》

株式会社フコク（福岡県柳川市）
《共同研究大学》 九州大学

当社は、福岡県柳川市に位置する従業員５０名
の自動車用吸音材を主力商品とする製造業者で
す。１９３２年の創業以来、寝具メーカーとして布
団製造に従事してきましたが、５年前に、自動
車のフロア、ドア、ダッシュボード、ルーフ等
で使用する“繊維性吸音材”の製造へと大きく
舵をきることになります。現在では、売上の８
割以上を同事業で占め、売上も急成長しました。
さらに「建物用吸音・断熱・緩衝材の製造」や
「エコリサイクル事業」も手掛けています。
そもそも自動車用繊維性吸音材の製造に転換

したわけは、当社の生業であった布団製造が需
要の低迷等に直面し、他産業への参入が急務と
なっていたためでした。当時から古賀新一社長
は、自社の繊維技術を何とかして他産業に応用
したいと腐心していましたが、工業用資材、特写真は石橋渉社長「商品は全て手作り！」
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左：古賀新一社長
右：藤本一壽教授

開発された吸音材
は、音響室等の壁
材にも応用できる

に自動車用資材として活用するために求められ
る素材分析やノウハウなど全く自社では持ち合
わせていませんでした。古賀社長は、当時を次
のように振り返っています。
―あの頃は、毎日のようにインターネットで
「九州」や「吸音」などのキーワードを検索
し、技術転用の足掛かりを必死に探していま
した。そうした中で、九州大学の藤本一壽先
生（人間環境学研究院教授）に出会い、メール
を差し上げ、面会の機会を得たのです。その
後、数年間の共同研究を経て、工業用ポリエ
ステル不織布を吸音材として応用することが
可能となりました。藤本先生と出会ったおか
げで、吸音など音に関する知識を学びました。
さらに先生のネットワークを活用し、新分野
での連携や新規顧客の開拓にも繋がっていま
す。先生にとっては、知財に繋がる成果に至
るまでにかなりの時間を要し、ご負担を掛け
ました。何より藤本先生のご理解により現在
も共同研究を続けることができています。企
業側と大学側（先生）との共通したビジョンを
共有化することが共同研究を成功させる秘訣
だと感じています。

今では、この共同研究で開発された“リサイ
クル製品”がトヨタ車にも使用され始めました。
古賀社長と藤本先生の共同研究は、ますます拡
大の道を歩んでいます。

以上２つの事例を見て分かる通り、大学との
共同研究は、“自社商品（または自社が属する産

業自体）の付加価値を向上させる手段”や“こ
れまでの事業分野を大幅に方向転換させる機
会”として有効です。

３．地域企業と大学の共同研究における現状課
題とその解決策
～共同研究コーディネーター担当の声～
しかし、現在、地域企業と大学との共同研究

が数多く活発に行なわれているとはいえません。
では、その課題は何でしょうか。国立大学の法
人化を契機に、国立、私立を問わず、各大学に
おいて産学連携の総合窓口を強化し、地域企業
のニーズに触れる機会が拡大している中で、九
州大学知的財産本部でコーディネーターを務め
る山内助教は、次のように分析しています。

� � �

―本来大学は、基礎研究を得意とし、大企業
の研究ニーズにマッチする要素が多々ありま
した。その結果、比較的スムーズにコーディ
ネートが可能で、現在も活発な共同研究が進

� � � �

められています。一方、地域企業の相談内容
は多様であり、共同研究に至るまでの調整や
共同研究の範疇に納まらないケースに対応す
る新たな仕組みが必要でした。このため地域
企業との共同研究の機会が少なかったと思わ
れます。これらの課題を踏まえ、九州大学で
は地域企業との産学連携を活性化する体制を
整備してきました。
具体的には、地域企業の皆様からの技術相

談に対する相談窓口と受入れスキームを整え、
さらに従来では対応できなかった開発的な要
素である課題に対する新しいスキーム「ＫＳ
ＴＣ＊」を２年程前に立ち上げています。
大学では、共同研究など産学連携に積極的

な先生を公平に評価できるよう人事評価制度
の改正も実施されています。そもそも大学の
先生は、企業との共同研究に非常に熱心な方
が多く、意識の面でも、大学と企業間の垣根
はほとんどないと思います。今後は、企業側
も共同研究に対してより主体的に取り組み、
大学と企業との役割分担を明確化することで、
地域企業との共同研究も活性化すると思いま
す。
＊九州大学に寄せられた技術相談の中から、教員の知見である
程度の期間があれば解決しそうな案件をプロジェクト化し、実
効性の高いスキームに落とし込むことで円滑な相談解決を図る
機関。

産業調査
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また福岡工業大学の宮崎産学連携コーディ
ネーターは、次のように語っています。
―共同研究を成功させている企業は、大学へ
の訪問頻度が高い。共同研究終了後も新商品
の販売状況の報告に社長自ら訪問される程で
す。企業側の熱意で、共同研究はよりスムー
ズに行なわれているようです。

このように大学で企業との技術的なマッチン
グを担当されているコーディネーターの方々の
ご意見を整理すると、今後、地域企業と大学と
の共同研究を活性化させるために、次のような
解決策が考えられるようです。

共同研究を成功させるための３つの秘訣
１．企業側の主体性と大学教員のインセン
ティブ
研究課題を解決したいという企業側の情熱
と、共同研究を積極的に評価する大学側の
体制整備

２．企業と大学との明確な役割分担
問題発見や分析は大学、製品への応用は企
業で責任を持って実践する

３．大学教員と企業技術担当者との交流の場
を増やす
お互いの顔を知り、何でも相談できる関係
の構築（両者が集える交流会など）

４．地域企業と大学による共同研究の更なる
促進のために
これまで見てきた通り、大学との共同研究は、

地域の企業の皆様にとって、自社単独では克服
できない“技術課題の解決”や“新しい技術開
発”をもたらしてくれる技術面でのパートナー
探しであることが分かります。
一方、地域の研究拠点である大学でも、産学

連携が声高に叫ばれており、大学発ベンチャー
の設立数、民間企業との共同研究数、特許出願
数、技術移転数など大学シーズの事業化や社会
還元など地域貢献において激しく競っていると
ころです。実際、大学ごとに、独自の技術相談
制度の設置や共同研究コーディネーターの配置、
大学内での情報交流の場としての“企業を交え
た技術交流会”の開催など積極的に取り組んで
おり、企業側の立場で考えても、共同研究等の

産学連携が極めて行ないやすい環境が整ってい
ます。
さらに今後、この共同研究の円滑な促進のた

めには、これまで通り、大学側の共同研究コー
ディネーターの存在が不可欠であることはもち
ろんのこと、地域企業側にも、その企業を熟知
し、さらに大学との窓口もしっかり持っている
“企業版コーディネーター”の存在が重要では
ないかと思われます。例えば、その役割を地域
の金融機関が担うことも可能ではないかと考え
ています。
私たち「ふくおかフィナンシャルグループ（以

下、ＦＦＧ）」では、この考えを具現化した取
り組みとして、お取引先企業様の技術相談ニー
ズをＦＦＧの連携大学に紹介し、その課題解決
を図るための技術相談制度をスタートさせまし
た。（図４）

他にもビジネスマッチングを目的とした交流
会、本誌のような情報誌を活用した大学や企業
の技術関連情報の発信などを通じて、企業の皆
様方の技術面におけるお手伝いに努めておりま
す。
皆様もＦＦＧ３行のお取引店にご相談いただ

き、“大学の扉”を叩いてみてはいかがですか？
（今泉 節、和田 修一）

09FFG調査月報 2009年1月



企業動向調査にみる景況感（福岡県、熊本県、長崎県）

米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危機により、日本においても急速に

景気後退の動きが顕在化しています。このレポートでは、２００８年１０月に実施したＢＳＩアンケート

をもとに、福岡県、熊本県、長崎県の企業景況感の動きを報告します。

【調査の概要】

１．調査の対象
�福岡県、熊本県、長崎県の３県に所在する企業。
�各県の業種別構成比を基に無作為抽出
・福岡県９９８社（回答企業２２４社、回収率２２．４％）
・熊本県５０１社（回答企業１１４社、回収率２２．８％）
・長崎県６４０社（回答企業３０２社、回収率４７．２％）

２．調査時点：２００８年１０月中旬

３．調査方法
�調査対象期間
２００８年７～９月期：実績、１０～１２月期：見込み、２００９年１～３月期：予想
�分析方法
各期について、前年同期と比較して業況が「良い」と答えた企業の割合から「悪い」と
答えた企業の割合を差し引いた指数（ＢＳＩ［ＢｕｓｉｎｅｓｓＳｕｒｖｅｙＩｎｄｅｘ］）を基に経済
動向を予測。

�その他
福岡県及び熊本県の企業については２００８年４～６月期より調査を開始しており、２００８年
１～３月期以前のデータはありません。
＊特に断りのない限り４～６月期、７～９月期、１０～１２月期は２００８年。１～３月期は２００９
年とします。

【調査結果の概要（産業天気図）】

地域経済調査

２００８年７～９月期（実績） ２００８年１０～１２月期（見込み） ２００９年１～３月期（予想） 天気 業況ＢＳＩ

業況 ＢＳＩ 業況 ＢＳＩ 業況 ＢＳＩ ５０以上～１００

福
岡
県

全 産 業 ▲２０ ▲３４ ▲３７
２５以上～５０未満

製 造 業 ▲１４ ▲２９ ▲２７
０以上～２５未満

非 製 造 業 ▲２５ ▲３８ ▲４５
▲２５以上～０未満

熊
本
県

全 産 業 ▲２１ ▲４１ ▲５０
▲５０以上～▲２５未満

製 造 業 ▲２６ ▲３５ ▲４４
▲１００～▲５０未満

非 製 造 業 ▲１８ ▲４５ ▲５５

長
崎
県

全 産 業 ▲２５ ▲２７ ▲３７

製 造 業 ▲１６ ▲１７ ▲２９

非 製 造 業 ▲２８ ▲３１ ▲４０
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１．福岡県内企業の景況感

７～９月期は小幅悪化、１０～１２月期には大

幅な悪化を見込む

７～９月期で景況感は小幅悪化した後、

１０～１２月期で大幅な悪化を見込むなど、厳

しい結果となっています。続く１～３月期

について、製造業はほぼ横ばい、非製造業

は更に悪化すると予想しており、厳しい状

況が続いていく模様です。

福岡県内企業の景況感を業況ＢＳＩをみると、

全産業ベースで７～９月期▲２０と、４～６月期

と比べ３ポイント低下しました。続く１０～１２月

期は▲３４と、さらに１４ポイント低下するなど、

１０～１２月期には急速に悪化する見込みです。

製造業と非製造業とに分けて動きをみると、

製造業は７～９月期▲１４と、前期比５ポイント

低下しました。業種別にみると、電子部品・電

気機械や鉄鋼・非鉄はプラスに転じたものの、

化学・石油製品が１００ポイント以上悪化したこ

となどにより、全体を押し下げました。

一方、非製造業の７～９月期実績は、４～６

月期と比較して卸売業、サービス業などで改善

しましたが、小売業、ホテル・旅館業などでは

大きく悪化し、非製造業全体は▲２５に低下して

います。

先行きの景況感については、製造業で７～９

月期以降▲１４→▲２９→▲２７、非製造業では同▲

２５→▲３８→▲４５と、１～３月期までマイナス幅

の拡大が続くと予想されます。

このように、県内企業の景況感は、製造業、

非製造業ともに７～９月期まではプラスの業種

もみられましたが、１０～１２月期には全ての業種

でマイナスとなるなど、非常に厳しい状況が続

くようです。

業種別にみた業況ＢＳＩの特徴

＜製造業＞

製造業の主な業種について７～９月期の実績

をみると、４～６月期は５６と高水準にあった化

学・石油製品が▲５０へと急速に悪化しました。

しかし１０～１２月期以降は▲２５→▲１３と、原油価

格急落等によりマイナス幅は徐々に改善する見

込みです。

輸送用機械は４～６月期１１とプラス水準だっ

たのが、７～９月期以降は０→▲８０→▲６０と１０

～１２月期に急速に悪化した後、１～３月期でや

や持ち直すと予想しています。

鉄鋼・非鉄、一般機械、電子部品・電気機械は

福岡県の回答企業の業種別構成

業 種 企業数 構成比（％）

製 造 業 ９７ ４３．３

食 料 品 １７ ７．６

化 学 ・ 石 油 製 品 ８ ３．６

生 コ ン １２ ５．４

鉄 鋼 ・ 非 鉄 １４ ６．３

金 属 製 品 １５ ６．７

一 般 機 械 １３ ５．８

電 子 部 品 ・ 電 気 機 械 １２ ５．４

輸 送 用 機 械 ６ ２．７

非 製 造 業 １２７ ５６．７

建 設 業 ４０ １７．９

卸 売 業 ２１ ９．４

小 売 業 ２２ ９．８

不 動 産 業 １１ ４．９

運 輸 ・ 倉 庫 業 １２ ５．４

ホ テ ル ・ 旅 館 業 １０ ４．５

サ ー ビ ス 業 １１ ４．９

合 計 ２２４ １００．０

図１ 業況ＢＳＩの推移
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７～９月期に改善し、プラス水準となりました。

しかし、１０～１２月期は、鉄鋼・非鉄は７→▲１４、

一般機械は１５→▲８、電子部品・電気機械は１７

→▲１７へと、全てマイナスへ転じています。

食料品と金属製品は、各々４～６月期以降１

～３月期にかけて±０→▲１２→▲３５→▲４１、▲

２３→▲３６→▲４７→▲４７と、指数は悪化で推移し

ています。

＜非製造業＞

非製造業において、４～６月期比改善した業

種は建設業、卸売業、サービス業の３業種です。

卸売業は指数自体も１０とプラスに転換しました

が、それ以降は１０→▲５→▲３５と悪化が見込ま

れています。建設業は▲２３→▲４１→▲５１、サー

ビス業は▲１８→▲６４→▲５５と、ともに１０～１２月

期は悪化を見込んでいます。

特に、悪化の水準が著しいのはホテル・旅館

業で、７～９月期以降▲７０→▲９０→▲８０と、１０

～１２月期は９割が悪化と回答する非常に厳しい

結果となっています。

小売業は▲３６→▲２７→▲２７と、マイナスの水

準ながら、１０～１２月期の業況は前期よりも改善

する見込みです。

２．熊本県内企業の景況感

好調だった業種の落ち込み大きく、１０～１２

月期以降も厳しさ続く

化学・石油製品や輸送用機械、卸売業な

ど、４～６月期までは好調だった業種が７

～９月期に大きく悪化し、１０～１２月期以降、

製造業、非製造業ともに厳しい予想となっ

ています。

熊本県内企業の業況ＢＳＩをみると、全産業

ベースで７～９月期は▲２１と、４～６月期に比

べ１１ポイント低下、続く１０～１２月期は▲４１と、

さらに２０ポイント低下する見込みです。

製造業の動きをみると、７～９月期は▲２６（前

期比－２０）と悪化し、その大きな要因は、化学・

石油製品と輸送用機械の悪化によるものです。

また、１０～１２月期では▲３５（同－９）となる見込

みです。これは、食料品と金属製品の低下によ

るものとなっています。

非製造業の７～９月期は、小売業が大きく好

転したことなどで、全体では製造業ほどの落ち

込みはなく、前期比５ポイント悪化の▲１８にと

どまりました。しかし、続く１０～１２月期の落ち

込みは製造業以上に厳しく、小売業、卸売業、

運輸・倉庫業が大きく悪化し、全体で２７ポイン

地域経済調査

図２ 業種別業況ＢＳＩの状況
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ト悪化の▲４５となりました。

業種別にみた業況ＢＳＩの特徴

＜製造業＞

製造業の主要業種の動きをみると、化学・石

油の７～９月期は原油価格の下落などによる影

響で、指数は±０（前期比－８０）となりました。

１０～１２月期以降も±０を維持すると見込んでい

ます。輸送用機械の７～９月期は売り上げの減

少とともに▲３３（同－７１）まで低下し、１０～１２月

期以降も▲３３で推移することを見込んでいます。

製造業のなかで特に好調だった２つの業種でし

たが、悪化の程度も他の業種よりも大きくなっ

ています。既に指数がマイナス水準だった一般

機械は、７～９月期でも▲６７（同－１７）となり、

１０～１２月期以降は▲６７→▲７５とさらに低下する

と予想しています。金属製品もマイナス水準に

ありましたが、７～９月期は採算性の向上によ

り改善し指数は２０（同＋４５）となりました。１０～

１２月期以降は０→▲２０と、１～３月期は悪化す

ると予想しています。食料品もマイナス水準で

したが、売上高の増加により７～９月期は±０

熊本県の回答企業の業種別構成

業 種 回答企業数 構成比（％）

製 造 業 ４６ ４０．４

食 料 品 ９ ７．９

化 学 ・ 石 油 製 品 ６ ５．３

生 コ ン ７ ６．１

金 属 製 品 ５ ４．４

一 般 機 械 １２ １０．５

電 子 部 品 ・ 電 気 機 械 １ ０．９

輸 送 用 機 械 ６ ５．３

非 製 造 業 ６８ ５９．６

建 設 業 １９ １６．７

卸 売 業 ８ ７．０

小 売 業 １０ ８．８

不 動 産 業 ９ ７．９

運 輸 ・ 倉 庫 業 ９ ７．９

ホ テ ル ・ 旅 館 業 ５ ４．４

サ ー ビ ス 業 ８ ７．０

合 計 １１４ １００．０

図３ 業況ＢＳＩの推移

図４ 業種別業況ＢＳＩの状況
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（同＋１３）となりました。しかし、１０～１２月期以

降は▲４４→▲３３と、大きく落ち込んだ後、やや

改善すると予想しています。

＜非製造業＞

非製造業の主な業種について７～９月期の動

きをみると、建設業は売上や受注の減少により

±０（前期比＋１１）となり、１０～１２月期以降も▲

１６→▲３７と悪化が見込まれています。小売業は

採算の改善により指数は１１（同＋７３）となりまし

た。しかし１０～１２月期以降は一転して▲４４→▲

６７と大幅な悪化に転じることが見込まれていま

す。卸売業は採算の悪化に伴い指数は１３（同－

４２）と悪化しました。１０～１２月期以降はさらに

売上の減少などで、▲３８→▲５０へさらなる悪化

を見込んでいます。不動産業は▲１１→▲２２→▲

３３と、先行き徐々に悪化していくと予想してい

ます。運輸・倉庫業、ホテル・旅館業、サービ

ス業は１０～１２月期以降の指数の水準が▲７５を超

える厳しいものになっています。

３．長崎県内企業の景況感

７～９月期までは改善傾向で推移し、１０～

１２月期以降徐々に悪化の動きが広がる

輸送用機械が好調を維持するなど、製造

業、非製造業ともに７～９月期までは改善、

現状維持で推移したものの、１０～１２月期以

降、徐々に悪化の動きが広がっています。

長崎県内企業の景況感を業況ＢＳＩを基にみ

ると、全産業ベースで７～９月期は前期比１ポ

イント改善し▲２５となりました。１０～１２月期で

は２ポイントの悪化にとどまっています。

製造業と非製造業別にその動きをみると、製

造業の７～９月期は▲１６（前期比＋３）となりま

した。採算性の改善により繊維製品、土石、輸

送用機械などの業況ＢＳＩが改善したことが要

因です。続く１０～１２月期ではほぼ横ばいを見込

んでいます。繊維製品が大きく指数を下げてい

ますが、食料品、土石、電気機械等は改善した

ほか、その他の業種の低下幅が小さかったため

です。

一方、非製造業の７～９月期は▲２８と前期の

４～６月期と同水準となりました。これはマイ

ナス水準ながら、小売業の指数が改善したこと、

卸売業、運輸・倉庫業が堅調に推移したことな

どによるものです。悪化が顕著だったのは漁業

で、売上、採算性の低下が進んだことによるも

のです。続く１０～１２月期の指数は、▲３１（同－

３）を見込んでいます。不動産業の悪化や、運

輸・倉庫業の改善といったはっきりとした動き

もありますが、ほとんどの業種はやや悪化する

ことを見込む緩やかな動きが特徴となっていま

す。

業種別にみた業況ＢＳＩの特徴

＜製造業＞

製造業の主要な業種について７～９月期以降

の動きをみると、これまで好調な輸送用機械は

２７→９→０と、０９年１～３月期にはプラス水準

地域経済調査

長崎県の回答企業の業種別構成

業 種 回答企業数 構成比（％）

製 造 業 ８９ ２９．５

食 料 品 １７ ５．６

繊 維 製 品 ５ １．７

窯 業 ４ １．３

土 石 １５ ５．０

鉄 鋼 ・ 非 鉄 ５ １．７

金 属 製 品 １１ ３．６

一 般 機 械 ８ ２．６

電 気 機 械 ３ １．０

輸 送 用 機 械 １１ ３．６

そ の 他 製 造 業 １０ ３．３

非 製 造 業 ２１３ ７０．５

漁 業 ７ ２．３

建 設 業 ４０ １３．２

卸 売 業 ５１ １６．９

小 売 業 ３８ １２．６

運 輸 ・ 倉 庫 業 ２２ ７．３

不 動 産 業 １０ ３．３

ホ テ ル ・ 旅 館 業 １５ ５．０

サ ー ビ ス 業 ２９ ９．６

そ の 他 非 製 造 業 １ ０．３

合 計 ３０２ １００．０
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から０へと低下が予想されています。一般機械

は▲１３（前期比－２７）となり、以降も▲１３→▲３８

→▲６３と悪化する厳しい予想となっています。

７～９月期でプラス水準にあった鉄鋼・非鉄は

２０→▲２０→▲２０、金属製品は２７→１８→▲２７と、

１～３月期ではマイナスへの転落が予想されて

います。業況 BSIが厳しい繊維製品は▲４０→

▲１００→▲４０と、１０～１２月期はさらなる厳しさ

を見込み、土石は▲４７→▲２７→▲５３と一進一退

を予想しています。食料品は▲２９→▲１２→▲１２

と、マイナス水準ながら改善すると予想してい

ます。

＜非製造業＞

７～９月期の業況ＢＳＩをみると、全ての業

種がマイナスもしくは±０の水準となっていま

す。厳しい水準にあるのは建設業、運輸・倉庫

業、サービス業です。７～９月期以降、運輸・

倉庫業は▲４１→▲２７→▲２７と改善を見込んでい

ますが、建設業は▲４３→▲４５→▲５３、サービス

業は▲３６→▲３６→▲４３と先行き徐々に悪化する

ことを予想しています。４～６月期では１４とプ

ラス水準にあった不動産業は、７～９月期以降

０→▲３３→▲４４とマイナスへと転じると予想し

ています。そのほかの業種についても、卸売業

▲２６→▲２６→▲３３、小売業▲１６→▲２６→▲３７、

ホテル・旅館業▲２７→▲２７→▲５３と、３業種と

もに１～３月期にかけての予想は、徐々に厳し

さを増すものとなっています。 （島浦 誠）

図５ 業況ＢＳＩの推移

図６ 業種別業況ＢＳＩの状況
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「歯科技工の未来を創造する
企業となる」ことを経営理念と
されている松本社長。松本社長
は全ての患者様のニーズに応え
るため、常に高い技術研鑽に努
められ、歯科医療の発展に貢献
されておられます。
今後、最新の歯科矯正装置「ク
リアアライナー」の本格的な生
産など、歯科技工の未来への創
造に向けて、益々のご活躍を期
待しております。

h e a r i n g . 0 1

私の「経営理念」

私の経営理念は歯科技工を通じて
「社会貢献」「社員満足」「会社発
展」を実現することです。
我が社は歯科技工を業としており、
これは入れ歯、さし歯、矯正装置な
どをつくる仕事です。歯科技工士の
仕事は、歯科医療の一端を担う重要
な職業ですが、一般的にあまり処遇
がよくなく、残念ながら多くの人に
憧れを持たれる職業とは言いがたい
のが現状です。したがって、私の経
営の根幹にあるのは、歯科技工士の
社会的な地位を高め、歯科技工の未
来をつくっていきたいという思いで
す。

歯科技工士の社会的地位を高める
ための第一歩は、社員の処遇を上げ
ることであり、そのためには事業の
収益力を強化し会社を発展させるこ
とが不可欠です。そこで弊社は、新
技術の導入、効率的な生産体制の整
備、提案型営業の構築を積極的に進
めてまいりました。現在新工場建設
のための準備も進めており、さらな
る生産性の向上を図ってまいります。
また新工場内に、歯科技工業のア
カデミーを作り、新しい技術やビジ
ネスモデルを業界全体に普及させる
活動を行う予定です。これからも就
業条件の向上と、歯科技工業界の発
展のために努力を続けていく所存で
す。

当社の「セールスポイント」

私どものセールスポイントは、技
術力に裏付けられた高い品質と生産
力、提案型の営業スタイルです。
弊社は九州の歯科技工所の中で
トップの規模を誇りますが、ここま
で発展したポイントは組織的に事業
を行ってきたからだと考えています。
歯科技工所は家内工業的な事業者が
多いですが、我々は１９７７年から営
業専門部隊をつくり、技術者は開発
と製造に特化できる体勢を整えてき
ました。これにより受注量は増え、
効率的な生産が出来るようになりま
した。
またＣＡＤ／ＣＡＭなどの最新の

機械を素早く導入し、トップクラス
の商品をスピーディに提供してきま
した。我々は、新素材や新技術も含
めて全ての歯科技工商品に対応でき
る体制を整えています。例えば、歯
につけても目立たない透明の歯科矯
正装置（クリアアライナー）を取り
扱える技工所は当社を含めて国内に
２社のみです。私どもは最終的に商
品を使ってくださる患者様のニーズ
をいち早く捉え、生産体制を整える
とともに、それを歯科医師に提案し
普及する活動も行っています。
これからも口からの健康をテーマ
として社会に貢献していきたいと考
えております。

事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社 ギコウ
所 在 地／福岡県春日市春日公園７‐８２
事業内容／歯科技工業
設 立／１９６８年７月
資 本 金／２０００万円

従業員数／１１２名
年 商／１１億円（２００８年７月）
Ｔ Ｅ Ｌ／０９２‐５９１‐６５１９
Ｆ Ａ Ｘ／０９２‐５０１‐０７７３
Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.labogiko.com

代表取締役社長

松本 光治氏

株式会社 ギコウ

推薦者コメント

福岡銀行 春日原支店
大野支店長コメント
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松岡社長は、菊池の自然の恵
みを活かし農業で地域経済に貢
献するという信念の下、積極的
な営業展開をなさっています。
同社の施設は、年間４３万人が
集まる菊池の人気スポットに成
長し、３兄弟で力をあわせて循
環型のテーマパーク実現に向け
邁進されています。

私の「経営理念」

私の経営理念は、社員及び消費者
様との信頼関係の中で強小の会社を
構築し、農業の振興及び地域との共
生を図ることです。
そのため、社員に対しては、職務
責任を明確化し忠実な遂行を求める
一方で、福利厚生の充実等を図り、
やりがいと活力ある企業づくりに努
めています。
また、消費者の皆様に対しては、
お客様の声（クレーム等）を宝であ
ると受け止め、スピーディーに対応
することで信頼関係の構築を図って
います。
こうした取り組みを通し、ふるさ
との自然の恵みを活かした農業振興

を図ることが、地域経済浮揚の一助
になるものと信じ、誠実に業務に励
んでいます。
その結果、４００羽の養鶏からス
タートした当社は、厳しい経営環境
の中、家族や従業員そして地域の皆
様の支えにより、お陰様で創業以来
３９年間、事業を継続することがで
きました。
今後も、全ての皆様との出会いに
感謝すると共に、地域とのパート
ナーシップを通じて、地域にとって
必要とされる企業を目指していく所
存です。

当社の「セールスポイント」

当社は、安心・安全、鮮度にこだ
わった食品を食卓へお届けするとと
もに、自然の生態系に配慮した循環
型の農園を実現しています。
私どもはＩＳＯ９００１の取得やＨ
ＡＣＣＰの導入などに止まらず、安
全性と品質にこだわった飼料の自社
開発や、独自の品質管理組織による
品質チェックなど、食の「絶対的な
安心・安全」を追求しています。こ
の徹底した鮮度・品質管理の下で提
供している鶏卵「朝取りたまご」は、
当社の人気商品です。
一方、循環型農園の取り組みとし
て「観光バナナ園」を営んでおり、

バナナの成長に重要なカルシウムを
鶏の卵の殻で補い、自社生産の鶏糞
を同園の微生物の増殖に役立ててい
ます。また、最近では、回収した家
庭の廃食油をバイオディーゼル燃料
化し、自社で利用する取り組みも
行っています。
さらに、経営理念である地域農業
の底上げのために、農業体験学校
「実農学園」を開講し、農業後継者
や新規就農者の養成も行っています。
２０１０年には、農に関する情報を
全国と受発信するマルチメディアセ
ンター（仮称）を設立予定であり、
これを核とする循環型テーマパーク
（エコタウン構想）の実現に向け邁
進いたします。

h e a r i n g . 0 2

事｜業｜概｜要
会 社 名／有限会社 コッコファーム
所 在 地／熊本県菊池市下河原２８１８
事業内容／養鶏及び農産物の生産、販売。食品の加

工、販売。人材育成のための教育事業（実
農学園）。

設 立／１９９５年１０月（創業１９６９年４月）

資 本 金／１，０００万円
従業員数／１１８名
年 商／２５億円
Ｔ Ｅ Ｌ／０９６８‐２４‐０００７
Ｆ Ａ Ｘ／０９６８‐２４‐５０５６
Ｕ Ｒ Ｌ／http://cocco-farm.co.jp/

代表取締役社長

松岡 義博氏

有限会社 コッコファーム

推薦者コメント

熊本ファミリー銀行 菊池支店
古賀支店長コメント
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木庭社長の「技術力を磨いて、
社会に貢献する」と言う経営理
念は、社員一人一人に浸透し、
世界をリードする舶用ボイラ製
造技術として結実しています。
その技術力を「環境・エネル
ギー分野」へも投入されている
丸金佐藤造船鉄工所様の益々の
発展を確信しています。

h e a r i n g . 0 3

私の「経営理念」

当社は１９３１年の創業以来、「モ
ノ造り」の長い歴史をもち、「先人
の築きあげたものの上に立っている
ことを自覚し、将来の人の為に、今、
全力を尽くす」ことを、経営理念と
しています。具体的には、長年に亘
り育てて頂いたお客様への感謝を常
に忘れることなく、技術力を磨いて
社会に貢献していきたいと考えてい
ます。
当社の主力製品は「舶用補助ボイ
ラ」です。これはオイルタンカーで
運ばれてきた原油などを荷下ろしす
る際、ポンプを稼動させるタービン
に蒸気を送る装置です。耐圧物とし
て危険に直結しかねないボイラを製

造するには、高度な溶接技術が必要
です。
当社は創業以来、常に創造力を発
揮して独自性を打ち出し、顧客の
ニーズに合った製品を提供する会社
として事業を続けて参りました。そ
の時代の最新技術を追い求め一流企
業に劣らない設備投資を行い、徹底
的な技術教育によって納得のいく技
術レベルを確保しています。
当社の社員は各人が次世代に繋げ
るテーマを掲げて、それぞれの個性
を生かしながら取り組んでいます。
そうした真摯な努力を積み重ねなが
ら、規模は小さくても、世界レベル
でキラッと光る企業を目指してまい
ります。

当社の「セールスポイント」

当社は舶用補助ボイラのほか、火
力発電用ボイラ部品、船舶用の煙突、
油タンク、風力発電機用部品などを
製造しています。
当社の強みの一つは７３年に工場
を現在地に開設し、工場敷地内に船
を接岸できる岸壁設備を整備した結
果、重量物、大型構造物の製作や搬
出入が容易となり、一貫した生産が
可能になったことです。
舶用補助ボイラについては、経済
産業省や厚生労働省の国内規格だけ
でなく、各国の船級規格に対応でき
る認定工場として、船用ボイラは累
計２，０００缶の製作実績を有してい

ます。舶用補助ボイラの世界シェア
は約５０％に及びますが、これらの
実績に甘んずることなく、時代の要
請を捉えて様々な分野へ独自技術を
応用していきたいと考えています。
８９年からは三菱重工業との提携
によるボイラの設計、製作、販売を
開始し、これをきっかけに業務を幅
広く展開できるようになりました。
現在、「環境改善」、「省エネル
ギー」をキーワードに、焼却炉やガ
スタービンからの排熱を利用するコ
ジェネ分野などにも、積極的に取り
組んでいます。蓄積してきた技術を
ベースに、今後も新たな事業や技術
の開拓に取り組んでいきます。

代表取締役社長

木庭 吉昭氏

株式会社 丸金佐藤造船鉄工所

推薦者コメント

親和銀行 長崎営業部
白石営業部長コメント

事｜業｜概｜要
会 社 名／株式会社 丸金佐藤造船鉄工所
所 在 地／長崎県長崎市土井首町５１０番地２
事業内容／排ガスボイラ設計製作据付、陸舶用ボイ

ラ製作、風力発電機用部品製作、舶用煙
突設計製作

設 立／１９３１年

資 本 金／６，０００万円
従業員数／２０４名
年 商／２３億円（２００８年３月）
Ｔ Ｅ Ｌ／０９５‐８７８‐７８７８
Ｆ Ａ Ｘ／０９５‐８７８‐７８７９
Ｕ Ｒ Ｌ／http://www３．ocn.ne.jp/̃maru-kin/
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食食のの商商談談会会

ビジネスマッチングフロア

２００８年１１月２７日�、福岡銀行本店５階に新設
されたビジネスマッチングフロアで、国内大手

百貨店等流通業者バイヤー（仕入れ担当者）を招

いて「食の商談会」を開催いたしました。

当商談会は地元九州の食品メーカーを全国展

開している百貨店、スーパー、食品商社とマッ

チングする機会として、従来の「大規模展示会

形式」ではないスタイルで開催したもので、福

岡、佐賀、長崎、熊本、鹿児島各県から４８社が

参加されました。

今回を皮切りに、今後継続的な開催が計画さ

れている商談会の模様をリポートします。

１．開催概要

日時：２００８年１１月２７日�１０：００～１７：００
場所：福岡銀行本店５階ビジネスマッチングフロア

招致バイヤー：８社１４名

・株式会社伊藤忠食品

・株式会社イトーヨーカ堂

・株式会社ＪＡＬＵＸ

・株式会社シェルガーデン

・株式会社大丸

・株式会社阪急百貨店

・株式会社三越

・株式会社菱食

商談形式：予約個別商談形式

（面談企業はバイヤーが事前選定）

主催：ＦＦＧビジネスコンサルティング

今回は「食」をテーマに、それぞれの企業か

ら複数のバイヤー（仕入れ担当者）を招きました。

生鮮食品と加工食品、冷凍食品担当や催事担当

者など、一口にバイヤーといっても担当分野が

分かれており、かつ、各地域ごとに仕入を統括

している部署が異なります。

お集まりいただいた九州地場企業の皆様に

とって、地元では既にお取引がある企業が含ま

れていましたが、今回招致した担当者は、東京・

大阪の仕入担当者であり、九州地区とはまた

違った販路を担当しております。このため、既

にお取引のある企業のバイヤーと面談しても新

たな商談、販売に結びつくことが少なくありま

せん。

九州地区は一次産品の宝庫です。農漁業が盛

んで、農産品、畜産品、魚介類など、食料品に

関わる商製品が豊富にある地域です。一方、東

京、大阪を初め、全国のバイヤーにとっては非

常に魅力的な市場でありながら、なかなか開拓

できないでいる、情報が少ない地域なのです。

今回招致したバイヤーからは「非常に有意義

な商談ができた」「九州のメーカーさんは商品

へのこだわりが凄いね」との声が少なくありま

せんでした。九州における商談会は「売り手」

としての地元企業の方々だけでなく、「買い手」

としての流通業者側にとっても、重要な機会と

いえるのです。

２．参加企業の概要

今回、ご参加いただいた企業は、福岡、佐賀、

長崎、熊本、鹿児島と九州全域に及び、離島を

含め、かなりの時間と経費を使ってご参加いた

だいた企業もいらっしゃいました。

業種も、食品に関する様々な業態が含まれま

した。一次産品生産業者、食品製造業者は勿論

のこと、独自の仕入れルートを持った卸売業者、

プライベートブランド商品を持つ小売業者、通

販商品を持つ飲食店など、その横顔は様々です。

ＦＦＧニュース
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個別商談１

個別商談２

正直、募集開始時には、福岡市での開催に懸

念が無かったわけではありません。ＦＦＧ三行

のお取引先は、福岡、長崎、熊本の３県を中心

に、広く九州一円にいらっしゃいます。交通費

や、商品の運搬費のご負担があり、そろそろ年

末という忙しい時期にどれだけの企業が参加し

てくれるだろうか。

そんな担当者の不安は実際の募集に入ると雲

散霧消しました。合計４８社のお取引先が手を挙

げてくださり、当日は粛々とした雰囲気の中、

合計１８０コマの緊張感ある熱い商談が繰り広げ

られました。

●参加企業の業種

・一次農産品生産

・水産物製造・加工・卸

・食肉製造・卸

・酒類製造

・調味料製造

・菓子製造販売

・通販商品を持つ飲食店

３．個別商談形式

今回は「予約個別商談形式」という商談スタ

イルを採用しました。一般に商談会という催事

は最近全国で盛んに開催されています。特に地

方銀行を始めとする金融機関が主催するものが

増えており、その大半は「多業種展示商談会形

式」、もしくは「多業種展示商談会」と「個別

商談会」の併催というものです。

ＦＦＧでも過去この二つのスタイルの商談会

を開催して参りましたが、今回は「業種」を絞

り込み、事前予約制の個別商談というスタイル

を採りました。

参加する地場企業は１バイヤー２０分という制

限時間の中で、自社商製品のＰＲを行います。

スケジュールは予め決められ、時間前に集合し、

時間通りに面談をしていきます。限られた時間

のため、売り手も買い手も集中して商談に臨み

ます。展示会形式では、お互い立ったままで、

他のお客さんのことを気にしながら、数分間の

立ち話しかできませんが、このやり方により、

２０分間という短い時間とはいえ、誰にも邪魔さ

れずに、しっかり話せる濃密な時間を確保する

ことができます。

また、１０：００～１７：００という長丁場の開催で

すが、参加企業の面談スケジュールは極力時間

を空けないように設定しており、短い拘束時間

で商談を行うことが可能です。忙しい時期の開

催でしたが、お客様の時間的な負担感を極力減

らす工夫を行いました。

また、ご持参いただくものは「商品サンプル」

や「パンフレット」だけでよいのがこのやり方

の強みです。展示商談会で行われる派手な飾り

付けや、ブースの準備などは不要です。時間や

金銭的コストを抑えながら、シンプルに商談の

みに集中できるメリットがあります。

４．商談の成果

商談会終了後に参加企業に対しアンケート調

査を行いました。

大手流通業者との商談会の経験については

ＦＦＧニュース
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個別商談３

「今回が初めて」という企業が１／３を占めて

いました。「何を持って行けばいいのか」とい

う事前の照会がいくつか寄せられたほか、当日

会場では「どういう話をすればよいのかわから

ないが、モノは試しに参加した」という声も少

なからず聞かれました。

面談企業のほとんどから、「バイヤー１人に

つき面談時間２０分は短い」との意見が出ていま

したが、一方で「再商談の機会を約束した」「商

談継続中の話がある」とのコメントも多数聞か

れ、「きっかけ作り」という商談会の目的の一

つは達成できたようです。

また、会場を福岡市としたことについても、

すべての企業から「許容範囲」との回答が得ら

れ、長崎県の離島や、鹿児島県など、遠隔地か

ら参加した企業からも「東京の大手バイヤーと

福岡で会える機会は非常にありがたい」との言

葉をいただきました。

今回の商談会は、事前にＦＦＧ３行営業店長

からの推薦企業をバイヤー側に提示し面談希望

を取る形で商談をセッティングしました。一回

の商談で即取引が決まることは稀ですが（まっ

たく無いわけではありません。今回もそれに近

い話が出た組み合わせがありました）、バイヤー

側も、全国各地で様々な商品を見てきたベテラ

ン勢ですので、直接取引に繋がらない相手で

あっても、販路を広げるためのノウハウをアド

バイスしたり、商品にフィットする他社を紹介

するなど、今後に繋がる有益な情報交換につい

ては、協力を惜しみません。

５．ビジネスマッチングフロアについて

今回、会場として使用しましたのは、福岡銀

行本店の５階に新設された専用商談ブース「ビ

ジネスマッチングフロア」です。８つの固定式

ブースのほか、５階にある応接室６室も活用し

て、合計１４室での商談が同時開催可能です。

福岡市天神地区のような利便性の高い場所に

このようなビジネスフロアを持っている銀行は

他には無いと思います。今後は、九州他県はも

とより、ＦＦＧ３行のお取引企業様に商談、打

ち合わせ等で積極的にご利用いただきたいと考

えております。

ご利用のご希望がございましたら、弊社まで

お問い合わせいただきますようお願い申し上げ

ます。

６．今後について

ふくおかフィナンシャルグループでは、今後

も様々な「出会いの機会」を３行のお取引先企

業に提供して参りたいと考えております。

今回の「食品」に限らず、雑貨などの消費材

や、技術力を有するモノづくり企業、伝統工芸

品、一次農産品など、地元九州独特の「こだわ

りのある」一品を全国区にするお手伝いに、全

力で取り組んで参ります。

それと同時に、これらのビジネスマッチング

の取組を一時的なものではなく、継続的かつ安

定的な催事として計画しています。３行のお取

引先は無数にあります。数多く「出会いの場」

を設けることにより、可能な限り多くのお客様

にご参加いただき、そこでなんらかのチャンス

を掴んでいただきたいと考えています。

今後とも、お取引いただいている３行営業店

を通じ、情報発信をして参ります。

お客様の積極的なご参加をお待ちしておりま

す。

（前島 顕吾）
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アジアのトレードフェア（見本市）の中心地、香港の利用REPORT

表１ OECDによる経済予測

２００８年 ２００９年 ２０１０年

日 本 ０．５ ▲０．１ ０．６

米 国 １．４ ▲０．９ １．６

欧 州 １．０ ▲０．６ １．２

中 国 ９．５ ８．０ ９．２

イ ン ド ７．０ ７．３ ８．３

ロ シ ア ６．５ ２．３ ５．６

ブ ラ ジ ル ５．３ ３．０ ４．５

（出所）経済協力開発機構資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成

表２ 香港での展示会・会議

２００５年 ２００６年 ２００７年

展示会件数 ５５ ７８ １０８

展示会参加者数（海外から） ５７万人 ７４万人 ８４万人

会議（Convention）件数 ２３７ ２１８ ２３０

会議参加者数（海外から） ６．４万人 ３．８万人 ３．３万人

（出所）香港旅遊発展局資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成
※海外からの参加者の約４割は中国本土から

世界的な金融危機の影響で、世界経済は急速

に悪化しています。経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）

の経済予測によれば、２００９年には、日本、米国、

欧州諸国といった先進国の実質経済成長率は、

マイナスに転じると見られています（表１）。

この世界的な不況を打破するカギは、中国が

握っていると言われています。世界的な景気減

速を受け、輸出産業を中心に中小企業の倒産が

相次いでいる中国ですが、それでも成長率８％

以上というのは新興国ＢＲＩＣｓの中でも依然と

して高い水準にあり、今後も世界経済の牽引役

として期待されています。

しかしながら、言語や治安、商習慣の違いな

どから、中国を敬遠している企業経営者も多く

見られるのが現状です。

そこで今回は、香港のトレードフェア（以下、

見本市）について概説し、１国２制度のもと、「中

国であって中国でない」「中国市場へのゲート

ウェイ」と言われる香港の見本市を利用した中

国・香港との貿易についてリポートいたします。

１．香港の見本市

香港は、中国本土の東南に位置し、「世界の

工場」と呼ばれる広州、深セン、東莞、珠海と

いった都市を有する広東省を背後地にもちます。

そのため、中国市場への進出に必要な「情報」、

「人材」、「金融」そして「物流」の集積地を形

成しています。

また、香港は「美食天国」、「買物天国」とし

ても知られており、それらを軸に「観光業」も

大きな産業と位置づけられています。このよう

に、ビジネスや観光など幅広い分野において重

要な拠点である香港は、見本市産業が発展する

要素を備えているといえます。

香港での見本市（展示会）開催件数は、中国ビ

ジネスが注目されるにつれ、年々増加傾向にあ

ります（表２）。海外からの参加者が０７年には８０

万人を超え、香港居民を含めた見本市来場者数

は５００万人以上に上っています。また、見本市産

業は、香港域内ＧＤＰの１．８％に相当する３．４兆

円の規模（０６年のデータ、１香港＄≒１００円で換

算）に達します。

香港は１９９７年の中国返還以前から、現在ほど

経済市場が開放されていなかった中国本土と外

国とを結ぶ重要な「中国のゲートウェイ」とし

海外リポート
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て発展してきた経緯があります。現在でも、英

語が堪能な人材が豊富なことや、法制面など経

済活動を行う環境が整っている点で、中国市場

を目指す外国人にとって重要な拠点となってい

ます。このことは、中国語以外でのコミュニケー

ションがほとんどとれない上海や広州といった

中国の大都市との大きな違いです。これが、香

港において見本市産業が発展し、しかもアジア

での見本市の中心地となっている理由のひとつ

です（表３）。

２．見本市への参加

輸入、輸出のいずれであっても、中国へのビ

ジネス展開は、日本の企業あるいは個人にとっ

て、市場を日本国内に限定するよりも売上の拡

大が期待できます。輸入であればより良い海外

商品の発掘、輸出であれば自社商品を海外へ販

売するためのルート作りが必要となります。こ

のような時、国際見本市への参加が役立つこと

は少なくありません。

香港の見本市は、海外からの出展者や来場者

を主たるターゲットとする「国際見本市」と、

香港内の出展者、来場者向けの「国内見本市」

があります。輸出入ビジネスの拡大を目的に日

本から参加される方は、「国際見本市」に参加

することになります。

３．見本市での商談

それでは見本市の活用についてご紹介いたし

ます。

現在では、日本国内でも多くの見本市が開催

されていますし、なかには海外からの出展者が

大半を占めるようなものもあります。

一方、香港であれば最低でも３日程度、出展

料が５万円程度は必要になるにもかかわらず、

日本国内ではなく、海外の見本市に参加する利

点は何なのでしょうか。

第一に、海外の見本市では出展者、来場者と

もに実利性のある商談が行えることです。日本

で開催される見本市の多くは、具体的な商談ま

で至らず、名刺交換や挨拶だけにとどまること

が多いですが、海外の見本市では、会場内で実

際に商品を手に取り、価格を交渉する出展者、

来場者の姿が多く見られます。特に、欧州やア

メリカなどから来場するバイヤーは多額の渡航

費用をかけており、必然的に商談にも力が入り

ます。

第二に、香港で開催される見本市では、気に

入った商品が見つかり、価格的にも納得の行く

提示を受けた場合、その足で実際に工場まで訪

問し品質や生産体制の確認まで行うことが出来

ることです。これが、香港の立地の良さといえ

ます。「世界の工場」といわれる広東省とは陸

続きで、ほとんどの主要都市とは、香港中心部

１．幕張メッセや東京ビッグサイトに匹敵する巨大コンベンション施設を有している（香港コン

ベンション＆エキシビションセンター、アジア・ワールドエキスポ等）。

２．世界各国とのアクセスが良好な国際ハブ空港を有している。

３．国際観光地であり、ホテル等宿泊施設が充実している。またアフターコンベンション（コン

ベンション終了後の観光等）も充実している。

４．治安が良好で、ビジネスの共通語である英語を理解する人材が豊富である。

香港コンベンション＆エキシビションセンター

表３ 香港の見本市産業が盛んな主な理由
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からバスや電車を利用し２時間以内で行ける利

点があります。一方、輸出を考えている日本企

業にとっては、市場である現場を直接見ること

で、消費者の動向を調査することができるで

しょう。

４．最後に

今回は、香港を中心に説明しましたが、中国

やアジア各国でも多くの見本市が開催されてい

ます。中国最大の見本市である「広州交易会」

や、上海で開催される「華東交易会」は規模が

大きく、来場者数も非常に多いことで有名です。

最近の見本市は、コンベンション施設の大型

化により来場者は増加傾向にあります。しかし、

逆に規模が大きすぎてブースを廻りきれないと

いうこともよく聞きます。また、見本市の開催

期間中には宿泊施設が極端に不足し、宿泊料金

が何倍にも上昇することも珍しくありません。

したがって、渡航前には現地の情報をしっかり

と掴んでおくことも必要です。

ふくおかフィナンシャルグループの拠点があ

る大連、上海、香港の各駐在員事務所では、周

辺都市を含めて見本市に関する各種情報を提供

しております。海外見本市への参加が、皆様の

新たなビジネス拡大へと繋がることを願ってお

ります。 （平松 毅一郎）

参考資料：香港投資推進局、香港貿易発展局の

各種資料

� ふくおかフィナンシャルグループが発刊する調査月報「貿易お役立ち情報」の利用
「貿易お役立ち情報」では、３カ月ごとに情報を更新しており、香港だけでなく北京、大連、
上海といった中国の主要都市や、タイ、ベトナムで開催される見本市情報を掲載しています。
http://www.fukuoka-fg.com/tyosa/index.htm

� 開催会場、主催者のウェブサイトでの検索
興味のある見本市については、開催会場のウェブサイトにアクセスし、主催者情報、展示出品
品目を確認します。開催会場のウェブサイトでは出展者概要や出展者数などの情報が入手出来
るほか、「国際見本市」かどうかの確認もできます。
香港の主な見本市開催会場

■香港コンベンション＆エキシビションセンター http://www.hkcec.com.hk/

（Hong Kong Convention & Exhibition Centre）
■アジア・ワールドエキスポ http://www.asiaworld-expo.com/

（Asia World Expo）

海外リポート

見本市会場の様子

見本市での商談の様子

表４ 見本市情報の入手方法（一例）
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香港編

※プレキャスト工法：コンクリートの建築物を建造する際には、
一般に建築現場で建築物の大きさの型枠にコンクリートを流
し込んで成型しますが、プレキャスト工法では、事前に成型
されたコンクリート部材を工場で生産し、その部材を建設現
場でつなぎ合わせます。

ＰＲＯＦＩＬＥ

９０年代の香港における製造業の動き
・９７年に中国に返還されるまでの香港は、インフラや住宅などの整備
が盛んに行われ、「返還景気」といわれる史上最高の好景気となっ
た。
・「返還景気」は、アジア通貨危機に端を発した不況により終焉し、
それ以後、香港と中国本土との経済一体化・自由化の進展により、
中国本土から押し寄せる安い製品に、香港内での生産活動は厳しさ
を増すことになった。
・製造業を中心に多くの企業が、労働力が豊富でコストの安い深セン
市など中国本土に拠点を移す動きを加速させた。

日本謙混凝土（香港）有限公司

日本謙混凝土（香港）有限公司は、日本ヒュー
ム株式会社（本社：東京都港区）の最初の海外戦
略拠点として１９８５年に設立されました（工場の
操業開始は８７年）。
設立当初の目的は、香港やマカオでのインフ

ラ建設用部材（コンクリート杭等）の供給でした
が、その後９０年代中頃からは香港でも高層公団
住宅のプレキャスト化が進み、建築用部材（壁、
床、階段等）の供給も手掛けるようになりまし
た。
２００１年には、工場を香港から広東省深セン市
に移管するとともに、販売ターゲット（市場）を
香港から日本へシフトさせました。現在の主な
生産品目はプレキャストバルコニー、プレキャ
ストコンクリートカーテンウォール、プレキャ
スト階段等で、大半を日本に輸出しています。

董事長（代表者）の井上克彦氏によれば、「中
国に進出する日本企業の多くは、これまで単価
の安い製品を中国で作ることのみに注力してき
た。ところが当社では、日本ではコストが高く
生産できない高付加価値製品を、中国の安い労
働力を活用して生産しており、これが他社との
差異化につながる。」とのことでした。お話の

とおり、深
センにある
工場内では、
高 級 マ ン
ションなど
に利用され
るベランダ
やビルの外
壁タイル張
りを、一つ
一つ丁寧に
手作業で進
めている工
員の姿に目
がとまりま
した。
さらに、「新たな付加価値添加を行うため、

現地のタイルメーカー、アルミサッシメーカー
とタイアップし、プレキャスト窓枠付カーテン
ウォール等の新製品の生産を始めました。海外
で生産したプレキャスト製品は、日本市場では
まだごく一部しかないため、賃金上昇という中
国で生産する上での課題はありますが、今後も
発展の余地は十分にある。」とのことでした。
曲がり角にさしかかっているといわれる中国

ビジネスですが、柔軟な発想でビジネスを展開
する当社の今後の成長が期待されます。

（平松 毅一郎）

■現地法人名／NIPPON HUME CONCRETE（HK）LTD.

日本謙混凝土（香港）有限公司
■住 所／Room５０１，５th Floor, East Ocean Centre

９８Granville Road, Tsimshatsui, Kowloon, HongKong
■Ｔ Ｅ Ｌ／０１０‐８５２‐２３６６‐６３１３
■Ｆ Ａ Ｘ／０１０‐８５２‐２３６９‐５１５２

■親 会 社 名／日本ヒューム株式会社
■住 所／東京都港区新橋５‐３３‐１１
■Ｔ Ｅ Ｌ／０３‐３４３３‐４１１１（代表）
■Ｆ Ａ Ｘ／０３‐３４３４‐２３２０

海外進出最前線

窓枠付プレキャストカーテンウォール
（当社の製品は九州地方では、オフィスビルやホテルの
外壁に利用されています。）
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九州の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［鉱工業動向］……………生産は低下傾向

２００８年１０月の九州の鉱工業生産指数（季節調整済）は、前月比１．９％低下し１０６．５となり、生産は低下

傾向で推移しています。

［業種別動向］……………輸送機械や一般機械が大きく低下し鉱工業全体を押し下げる

鉱工業生産指数の２００８年１０月の動き（前月比）を業種別でみると、電子部品・デバイス、金属製品、

窯業・土石製品などは上昇しましたが、輸送機械、一般機械、鉄鋼業などが低下し、前月比で鉱工業

全体は１．９０％低下しました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向

2007
9879 10 11 12 1 2 3

2008
4 5 6

140

120

100

80

総合指数� 鉄鋼業� 一般機械工業� 輸送機械工業� 化学工業�

福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）福岡県

2007
109810 11 12 1 2 3

2008
4 5 6 7

（億円）� （％）�
10

△10

0

400

500

600

700

800

前年比�

福岡県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………足踏み状態続く

新設住宅建設は、法改正の影響を受け大きく落ち込んだ反動増から前年を上回り、公共投資も前年

実績を上回りました。しかし、企業部門は生産活動が弱含んでいる他、企業倒産も増加傾向であるな

ど、減速感が強まっています。また、家計部門は雇用環境の悪化の影響もあり大型小売店販売額が前

年を下回り、個人消費は力強さを欠いた状態が続くなど、福岡県の景気は総じて足踏み状態にあると

言えます。

［生産活動］……………化学などが低下し前月比０．７％低下

９月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は前月比▲０．７％と２ヵ月連続で

前月を下回り、１０１．７となりました。主要産業で

は、一般機械や輸送機械は上昇しましたが、化学

などは低下しました。

［大型小売店］……………衣料品の動き鈍く前年比マイナス

１０月の県内大型小売店販売高は、気温が高めに

推移したため重衣料の動きが鈍く、前年比２．３％

減の５５２億円となりました。

業態別にみると、百貨店では飲食料品は物産展

効果などで前年を上回りましたが、衣料品は低調

で販売高は同５．９％減となりました。また、大型

スーパーは衣料品は低調でしたが飲食料品が同

３．５％増で、販売高は同１．１％増となりました。

福岡県
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福岡県

［住宅建設］…………………４カ月連続で前年を上回る

１０月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１１．９％減の８６４戸となったものの、貸家で同１８．５％

増の１，７７６戸、分譲で同２１５．５％増の７９５戸となり、

全体では同２９．０％増の３，５２６戸と、法改正により

大幅に落ち込んだ前年の反動から４カ月連続で前

年を上回りました。

［公共工事］…………………請負金額は６カ月連続で前年を上回る

１０月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比５．３％減の１，０６５件、金額が同１．９％

増の４５４億円と、請負金額で前年を上回りました。

発注者別の請負金額をみると、「独立行政法人

等」で同２９．４％減、「県」で同９．１％減となったも

のの、「国」で同７４．０％増、「市町村」で同４．７％

増となり、全体では６カ月連続で前年を上回りま

した。

［企業倒産］…………………大型倒産により、負債総額が前年比大幅増加

１１月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年比４．３％増の４９件、負債総額は

同７７．０％増の２９０億８，０００万円と、不動産業の大型

倒産の発生により、負債総額は前年を大幅に上回

りました。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………減速感続く

生産面では、内外需要の減少を背景に、素材関連で弱い動きが続いており、機械関連の業種でも減

産の動きが広範化しています。また、公共投資や住宅投資では低水準での推移となっている他、個人

消費も、雇用者所得の伸び悩みや景気の先行き不透明感などで弱含んだ状態が続いており、熊本県の

景気は、総じて減速感が続いています。

［生産活動］……………電子部品などが上昇し前月比０．６％増

９月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は前月比０．６％増加し１０１．７と、４

カ月ぶりに上昇しました。主要産業では、食料品・

たばこや輸送機械などは低下しましたが、電子部

品・デバイスなどの業種で上昇しました。

［大型小売店］……………飲食料品が伸びて１．２％増

１０月の県内大型小売店販売高は、衣料品は低調

でしたが、飲食料品は好調だったため、前年比

１．２％増の１４４億円と前年実績を上回りました。

商品別にみると、飲食料品は同３．９％増と前年

を上回り、衣料品は同３．０％減少しました。

熊本県
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熊本県経済動向

［住宅建設］…………………分譲マンションの増加等で、前年比増加

１０月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１４．０％増の４３１戸、貸家で同２４．２％増の５７５戸、分

譲で同２０１．９％増の１５７戸となり、全体では同

３９．４％増の１，２４５戸と前年を上回りました。

前年に実績がなかった分譲マンションの大幅増

加が大きく寄与しています。

［公共工事］…………………件数、請負金額ともに前年を上回る

１０月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２７．４％増７９９件、金額が同１９．８％増

の２１８億円と、件数、請負金額ともに前年を上回

りました。

発注者別の請負金額をみると、「独立行政法人

等」で同６５．３％減となったものの、「国」で同０．４％

増、「県」で同２３．４％増、「市町村」で同２０．４％増

となり、全発注者合計では６カ月ぶりに前年を上

回りました。

［企業倒産］…………………大型倒産の発生で負債総額が大幅増加

１１月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比７．１％減の１３件、負債総額は

同３０９．８％増の７５億４，５００万円と、負債総額で前年

を上回りました。

負債額２０億円以上の倒産が２件発生したことが、

負債総額全体を大きく押し上げています。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………停滞感続く

生産面では、輸送機械（造船）などで引き続き高操業が続いているものの原材料高等の影響で採算が

悪化傾向にある他、公共投資や住宅投資では低水準での推移が続いており、さらに、雇用・所得環境

の厳しさもあって、個人消費も依然として弱含んでいます。さらに円高の影響などで、観光地の入場

者数、宿泊客数ともに減少するなど、長崎県の景気は停滞感が続いています。

［生産活動］…………………一般機械など殆どの業種が低下

９月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は１２４．０と前月比５．７％低下しまし

た。主要産業では一般機械、電子部品・デバイス、

輸送機械など多くの業種で低下しました。

［大型小売店］…………………衣料品、食料品ともに振るわず前年比５．８％減

１０月の県内大型小売店販売高は、衣料品、飲食

料品ともに前年実績を下回り、前年比５．８％減の

９４億円となりました。

業態別にみると、百貨店では衣料品が同０．９％

減、食料品は同３．５％減で、販売高は同３．３％減と

なりました。また、大型スーパーは、衣料品が同

１２．６％減、食料品が同５．２％減、全体で同５．８％減

少しています。

長崎県
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長崎県

［住宅建設］…………………２カ月ぶりに前年を上回る

１０月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１３．９％増の２６２戸、貸家で同１０５．７％増の３６２戸、

分譲で同３０５．９％増の６９戸となり、全体では同

６６．２％増の７０３戸と、２カ月ぶりに前年を上回り

ました。

［公共工事］…………………件数、請負金額ともに前年を下回る

１０月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比０．６％減の４９６件、金額が同６．９％減

の１９２億円と、件数、請負金額ともに前年を下回

りました。

発注者別の請負金額をみると、「独立行政法人

等」で同３８９．７％増、「県」で同２３．１％増となった

ものの、「国」で同３４．７％減、シェアの大きい「市

町」で同２２．７％減となり、全体を押し下げたため、

全発注者合計では４カ月連続で前年を下回りまし

た。

［企業倒産］…………………負債総額で前年を下回る

１１月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比３６．４％増の１５件、負債総額

が同２９．０％減の１９億９００万円と、負債総額で前年

を下回りました。

経済動向

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００５年 １，２３６，１７５ ４．０ ▲４．５ ８．５ ６．８ １００．０ １．６ １００．０ ▲０．３ ２１３，２８４ ▲０．６ ３，３５３，５９３ ▲１．０
２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００７．９ ６３，０１８ ▲４４．０ ▲２１．６ ▲５１．３ ▲５５．６ １０４．５ １．３ １００．６ ▲０．２ １５，９２７ ▲０．２ ２８５，０４５ ▲４．９

１０ ７６，９２０ ▲３５．０ ▲８．０ ▲４０．２ ▲５０．２ １０４．８ ２．０ １００．９ ０．３ １７，１６１ ▲０．１ ２３３，２９４ ５．５
１１ ８４，２５２ ▲２７．０ ▲７．６ ▲２３．４ ▲４７．４ １０５．０ ２．３ １００．７ ０．６ １８，１２４ １．９ ２５８，０１３ ６．７
１２ ８７，２１４ ▲１９．２ ▲６．０ ▲１４．４ ▲３５．５ １０５．４ ２．７ １００．９ ０．７ ２２，６７５ ▲０．４ ２０４，７５９ ▲４．２

２００８．１ ８６，９７１ ▲５．７ ▲４．２ ▲２．７ ▲１１．６ １０５．７ ３．１ １００．７ ０．７ １８，７９９ ▲０．８ ２１２，８４３ ６．５
２ ８２，９６２ ▲５．０ ▲２．１ ▲３．１ ▲９．７ １０６．２ ３．６ １００．５ １．０ １５，５３９ ２．７ ２８５，３２０ １．５
３ ８３，９９１ ▲１５．６ ▲６．１ ▲２２．０ ▲１８．０ １０６．７ ３．９ １０１．０ １．２ １７，７０３ １．８ ４１３，９９９ ▲１．４
４ ９７，９３０ ▲８．７ ▲７．８ ▲５．３ ▲１０．４ １０７．６ ４．０ １００．９ ０．８ １６，８１２ ▲０．６ ２００，８３３ ９．４
５ ９０，８０４ ▲６．５ ▲５．７ ▲８．６ ▲３．１ １０８．９ ４．９ １０１．７ １．３ １６，９５１ ▲０．５ １９０，３３７ ▲４．４
６ １００，９２９ ▲１６．７ ▲６．６ ▲１５．１ ▲２７．２ １０９．９ ５．８ １０２．２ ２．０ １６，９０８ ▲２．６ ２４２，３２３ ▲１．８
７ ９７，２１２ １９．０ ２３．１ ２２．７ １２．７ １１２．２ ７．３ １０２．４ ２．３ １８，６６１ ０．３ ２６７，２６３ ９．４
８ ９６，９０５ ５３．６ ３５．６ ５９．６ ７３．７ １１２．１ ７．２ １０２．７ ２．１ １６，５３１ ▲１．０ １６５，６５３ ▲１２．９
９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．６ ６．８ １０２．７ ２．１ １５，５９１ ▲２．１ ２６９，４６８ ▲５．５
１０ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．８ ４．８ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００５年 １，３８７，０６８ １．１ ４４１，１５６ ▲１．２ ３２９，４９９ ▲０．６ ０．９５ ４．４ １２，９９８ ▲５．０ ５２，８１５ １．４ ４０，８５５ １．１
２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５３，０８０ ０．５ ４１，５５８ １．７
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５
２００７．９ １３０，３６１ ▲５．４ ３６２，８２９ ０．２ ３１１，３３１ ５．３ １．０４ ４．０ １，０４７ １．７ ５４，１２５ ２．２ ４１，２６９ ０．０

１０ １０１，８５７ ▲７．８ ３９６，５３０ ０．２ ３２６，７３７ ２．４ １．０２ ３．９ １，２６０ ８．１ ５３，９４３ ２．６ ４０，９１１ ０．１
１１ １０５，６８４ ▲１１．５ ３６５，６５０ ▲１．９ ３０２，８７９ ▲０．９ １．００ ３．８ １，２１３ １１．２ ５４，７２４ ２．９ ４１，０４９ ▲０．２
１２ ９９，７９４ ▲１４．４ ８０７，２５３ ▲２．７ ３７９，３８８ ２．７ ０．９８ ３．８ １，０９７ ▲１．１ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５

２００８．１ １０６，２２７ ▲１．０ ３６７，０８３ ▲１．９ ３４１，１３８ ３．９ ０．９８ ３．８ １，１７４ ７．６ ５４，６４３ ３．１ ４１，５４８ ０．９
２ １４２，７０８ ▲０．３ ４０２，９０３ ▲０．０ ２９８，５３９ ２．５ ０．９７ ３．９ １，１９４ ８．３ ５４，８０７ ３．１ ４１，６２１ １．６
３ １９９，０３１ ▲９．１ ３７９，３９３ ０．３ ３４２，８６８ １．１ ０．９５ ３．８ １，３４７ ８．０ ５５，４５３ ２．７ ４１，９４２ １．４
４ １０４，６９２ ▲１．４ ３８１，３６５ ▲４．５ ３４３，５８６ ０．４ ０．９３ ４．０ １，２１５ ８．４ ５５，５４４ ２．４ ４１，６３０ １．５
５ １０５，３８７ ▲２．１ ３３８，５７３ １．７ ３１５，１５２ ０．６ ０．９２ ４．０ １，２９０ ▲１．５ ５５，４３９ １．７ ４１，７０５ ２．２
６ １２１，１７６ ▲３．８ ５９４，３９３ ▲２．１ ３０７，９７５ ２．６ ０．９１ ４．１ １，３２４ １１．７ ５５，９３７ ３．１ ４１，９００ ２．０
７ １１５，５３４ ２．１ ４８３，９１５ ▲１．２ ３３０，４８３ ２．７ ０．８９ ４．０ １，３７２ １２．９ ５５，４０７ ２．２ ４１，８６０ ２．２
８ ８９，１４２ ２．４ ４１２，２３５ ４．８ ３２２，５０１ ▲０．７ ０．８６ ４．２ １，２５４ ４．２ ５５，２７０ ２．４ ４１，８８７ ２．０
９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８４ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ １．５ ４０，６２６ ▲１．６
１０ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．７ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．０ ４０，９３１ ０．０

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １００．０ １．３ １００．０ １．４ １００．０ ３．１ ７．１ ７．３ １５．７ １３３，０７５ ▲４．３ ９７，３５７ ６．０
２００６年 １０４．５ ４．５ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ３．８ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲３．５ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００７．９ １０７．９ ０．２ １０８．４ １．０ １０４．２ ２．４ ▲４．８ ６．３ ▲３．０ １１，１１６ ▲１２．１ ４，５２０ ▲４７．８

１０ １１０．０ ５．３ １１０．１ ６．３ １０４．９ １．８ ８．７ １３．８ ８．７ １１，７４２ ▲３．２ ６，１２３ ▲２９．６
１１ １０８．４ ３．２ １０９．１ ３．５ １０５．８ ２．７ ▲２．０ ９．６ １３．３ ８，６８５ ▲４．３ ７，１１６ ▲１７．０
１２ １０９．１ １．５ １１０．６ ３．３ １０５．５ １．３ ▲２．８ ６．８ １２．３ ８，３８４ ▲１．１ ７，７３３ ▲７．８

２００８．１ １０８．５ ２．９ １１０．０ ３．９ １０５．３ １．９ １７．３ ７．７ ９．２ ５，９０７ ▲３．５ ６，３７７ ▲５．４
２ １１０．２ ５．１ １１１．３ ５．８ １０５．４ ２．３ ▲１２．３ ８．７ １０．２ ６，５３５ １３．１ ６，１２１ ▲１３．９
３ １０６．５ ▲０．７ １０７．０ ０．１ １０５．５ ２．１ ▲８．３ ２．３ １１．２ １３，８４５ ▲１２．６ ８，４４３ ３４．９
４ １０６．３ １．９ １０８．０ ２．８ １０４．２ １．０ ５．５ ３．９ １２．０ １１，０２５ ▲４．７ ８，１１９ ▲８．３
５ １０９．３ １．１ １１０．２ １．７ １０４．７ １．５ １０．４ ３．７ ４．５ ７，６７５ ▲９．６ ９，１５３ ▲３．３
６ １０６．９ ０．０ １０６．９ ▲０．６ １０５．９ ２．７ ▲２．６ ▲１．８ １６．５ ９，７４３ ▲１１．３ ８，４３０ ▲３６．５
７ １０８．３ ２．４ １０８．９ ３．１ １０５．８ ２．２ ▲３．９ ８．０ １８．３ １２，２０２ １３．８ １１，８５８ ６７．６
８ １０４．５ ▲６．９ １０４．９ ▲６．８ １０５．５ １．７ ▲１４．５ ０．３ １７．３ ９，２５３ ▲６．０ ９，１３３ ６７．５
９ １０５．６ ０．２ １０５．３ ▲０．６ １０７．６ ３．２ ５．５ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４
１０ １０２．３ ▲７．１ １０２．０ ▲７．４ １０９．４ ４．３ ▲４．４ ▲７．８ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。着
工建築物工事費予定額（民間発注分）は、会社、会社でない団体、個人が建築主となっている工事の合計。大型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の
前年比は、名目値の前年比。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は
年末、月末残高。都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。

（注１） 可処分所得・消費支出は、勤労者世帯（農林漁家世帯を除く）の廃止に伴い、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含む）へ変更。
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経済指標｜福岡県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００５年 ３．４ ２０．５ ４，８１３ ▲１１．６ ２，９４４ ▲７．０ ５４，３６２ ５．７ ３．５ ５．１ １１．４ １００．０ ▲０．２ ７２２，６９７ ▲２．２
２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００７．９ ２３．３ ０．４ ３６８ ▲０．１ ３１５ ▲３４．５ ２，２２７ ▲５８．７ ▲２１．６ ▲６５．９ ▲７２．７ １００．３ ▲０．５ ５２，２１５ ▲０．５

１０ １６．３ ８．９ ４４６ ▲１０．６ １４６ ▲４８．６ ２，７３３ ▲５６．８ ８．２ ▲６４．７ ▲７７．９ １００．６ ０．１ ５６，４７４ ▲１．９
１１ ２４．４ ２１．２ ３４８ ▲１．５ １６７ ▲５６．６ ２，９３１ ▲４８．０ ５．１ ▲４５．０ ▲７９．７ １００．４ ０．７ ５９，９１５ ３．４
１２ １２．８ １２．６ ３１５ １４．７ ３０６ ２７．１ ３，５４０ ▲３１．５ ▲１１．７ ▲２７．８ ▲５０．７ １００．４ ０．６ ８０，０８４ ▲２．４

２００８．１ １３．９ ８．６ ２８３ ２４．３ ３１３ ７．８ ３，９４０ ▲４．２ ▲０．８ ▲３３．１ １１３．７ １００．２ ０．６ ６２，８１８ ▲２．５
２ １５．７ １．３ １９０ ▲２６．１ ２７１ ▲１９．６ ３，０８６ ▲３４．２ ▲８．０ ▲３４．４ ▲５０．６ ９９．７ ０．４ ５０，９３７ ▲２．０
３ ２．５ ０．４ ４５１ ▲４７．０ １９２ ▲５０．０ ３，２５０ ▲４２．０ ▲０．５ ▲５１．２ ▲５６．７ １００．２ ０．８ ５８，５８０ ▲４．７
４ １８．０ ４．７ ３４８ ▲２７．０ ２１４ ▲３２．０ ４，０３０ ▲３．７ ▲６．５ ▲３．５ ▲１．７ １００．０ ０．４ ５５，３３３ ▲０．９
５ ２３．９ ０．４ ６３９ ２７．４ ２５４ ▲３１．４ ５，１３３ ３４．３ ２．６ ９．８ １９０．２ １０１．０ １．１ ５６，６７８ ０．０
６ １２．６ １０．７ ３０２ １４．６ ４４９ ▲３６．６ ４，２３９ ▲２９．２ ▲７．７ ▲２８．７ ▲４６．０ １０１．５ １．５ ５３，７１１ ▲４．４
７ ３０．６ ６．４ ３９５ ２２．８ ４０４ ９６．６ ４，８０９ ７１．１ ３３．６ ７８．０ ９６．２ １０１．８ ２．０ ６６，９７９ ２．１
８ ２８．８ ８．８ ３０５ ２．１ ４３９ ２６８．１ ４，４９２ ８４．４ １８．８ １１４．９ １２４．７ １０２．０ １．６ ５５，５５５ ▲０．５
９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，８１６ ▲２．７
１０ ６．８ ０．１ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３

出所 門司税関・長崎税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００５年 １０１．５ ▲１．６ １００．０ ▲４．１ ８５．７ ▲１９．４ １００．０ ２．０ １００．０ ▲０．７ １０６．０ ３．２ ８９．９ ▲８．７
２００６年 １０３．４ １．９ １０２．６ ２．６ ９３．７ ９．３ １０７．１ ７．１ １６３．９ ６３．９ １０８．５ ２．４ １０２．０ １３．５
２００７年 １０２．４ ▲１．０ １０５．９ ３．３ １１３．６ ２１．２ １０１．２ ▲５．５ １１２．３ ▲３１．５ １０２．７ ▲５．４ １２２．３ １９．９
２００７．９ １０４．３ ▲１．０ １０９．６ ４．７ １１０．７ ０．９ １１０．６ １７．０ １１９．４ ６．７ １０５．３ ▲１．６ １２７．２ １２．１

１０ １０７．４ ５．１ １０２．４ ▲３．９ １２０．２ ４．１ １０６．３ ８．９ １３３．１ ２２．８ １０８．０ ４．０ １３１．３ １９．５
１１ １０７．０ ３．７ １０６．１ １．０ １１７．６ ８．６ １０３．８ ２．７ １３１．９ ２４．４ １０７．３ ５．１ １２０．８ １．６
１２ １０８．３ ０．８ １０８．３ １．７ １１７．２ ４．８ １０３．８ ▲０．３ １４１．３ １７．０ １０８．５ １．３ １２８．４ ６．９

２００８．１ １０５．７ ３．９ １０４．９ ▲０．８ １２９．１ １５．７ ９７．９ １．４ １２４．８ １６．６ １０７．０ ４．８ １２６．２ １０．１
２ １０７．７ １０．１ １０５．２ １．６ １２１．５ １５．７ １０４．７ ９．９ １３０．４ ２８．１ １０９．３ １１．１ １１０．０ １．３
３ １０８．３ ６．７ １０１．７ ▲２．８ １１１．２ １１．１ １１９．７ ２１．９ １１９．１ １４．５ １０７．０ ５．４ １２６．５ ４．２
４ １０５．６ ８．５ １０６．９ ２．４ １２５．２ ７．０ １２２．７ ２１．１ １１６．８ ２６．３ １０５．５ ８．９ １２９．３ １０．１
５ １０７．０ １０．７ １０５．５ ２．２ １０６．７ ▲２．３ １１５．５ ２３．３ １２９．６ ４６．５ １０７．７ １３．１ １１６．２ ▲９．３
６ １０４．９ ６．６ １０２．９ １．１ １２４．８ ▲０．１ １０３．０ ４．８ １２２．９ ２１．７ １０３．９ ５．８ １２８．３ １．５
７ １０８．５ １０．４ １０４．２ ▲５．８ １１７．０ ０．６ １１１．３ １２．８ １３１．４ ３７．３ １１１．６ １３．７ １１６．７ １．４
８ １０２．４ ▲４．７ １００．０ ▲８．４ １１０．５ ▲０．７ １１１．５ ６．５ １１２．５ ▲１３．２ １０１．４ ▲７．６ １２９．３ ３．２
９ １０１．７ ▲０．１ １０１．８ ▲６．１ １１８．４ ６．０ １１８．４ ７．８ １１３．５ ▲２．２ １０１．０ ▲１．３ １１５．３ ▲８．５
１０

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １２５，７２９ ０．０ ５４，８５９ ▲１．４ ４０５，５９０ ▲０．１ ３２６，７６９ ▲０．９ ０．７７ ４８０ ▲３．８ １６６，０９２ ０．２ １３２，３５９ ▲０．６
２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００７．９ １０，３６０ ▲４．３ ５，２２５ ▲８．８ ３２４，６２３ １．９ ３０７，０３１ ０．６ ０．８３ ４６ ２．２ １６９，０２４ ２．１ １３２，５４４ １．０

１０ ８，７００ ８．２ ３，９６６ ▲１．８ ３８７，４８２ ６．４ ３５１，４０８ ２．３ ０．７９ ４４ ２５．７ １６７，５４９ １．１ １３１，２４５ ０．１
１１ ９，６３８ １．８ ４，５３４ ▲４．３ ３４０，３７５ ７．０ ２８９，７８９ ２．０ ０．７３ ４７ ４．４ １６８，４７５ １．３ １３２，５４２ １．５
１２ ７，９０７ ▲５．２ ３，８１７ ▲１２．９ ７２０，３９０ ２．４ ３７８，１４６ １．２ ０．７１ ３９ ▲７．１ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０

２００８．１ ７，９６３ ４．０ ４，３４２ ▲７．６ ３４２，９８６ ▲７．３ ３３３，８６８ １２．４ ０．６９ ３７ １２．１ １６９，６５９ ２．３ １３３，１８４ ２．１
２ １１，０５１ ０．５ ５，７３３ ０．５ ３８３，６０５ ７．０ ３５８，８０５ ３１．９ ０．７０ ３２ ▲２２．０ １６９，７０４ １．４ １３４，４８９ ２．５
３ １５，０４２ ０．４ ７，７９２ ▲４．３ ３４６，４７５ １４．３ ３４６，４６３ １７．２ ０．６８ ６０ ６６．７ １６９，７２７ ０．３ １３５，０６６ １．９
４ ７，６８４ ９．９ ４，０２７ ▲４．３ ３４０，１１９ ▲０．６ ３４３，８９３ １５．２ ０．６７ ４０ １１．１ １７３，３３８ １．３ １３４，００１ ２．１
５ ７，０７２ ▲５．６ ４，２２１ ▲０．２ ２９４，９４４ ０．４ ３００，６１５ ５．３ ０．６６ ４６ ▲１４．８ １７２，６３０ １．９ １３４，７７９ ３．２
６ ９，２１９ １．４ ４，８３７ ０．３ ５０３，５０３ ６．２ ２６９，２６９ ３．８ ０．６５ ４９ １４．０ １７３，７１５ １．８ １３４，５０３ ２．７
７ １０，１６５ １０．２ ４，９１７ ２．６ ４２０，９５８ ▲１．８ ３０２，６１５ ▲４．１ ０．６４ ３５ ▲２７．１ １７１，８１２ ２．４ １３４，６９９ ２．４
８ ６，７１７ ▲１１．４ ３，６４３ ６．７ ３９０，４９２ １８．３ ３３２，１４５ ▲１．８ ０．６３ ４４ １８．９ １７２，５０９ ２．８ １３４，９８２ ２．８
９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６１ ５７ ２３．９ １７０，７５７ １．０ １３３，７７５ ０．９
１０ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００５年 １０６．９ ▲３．８ １１２．７ ▲６．６ ７４．５ ▲２１．４ ８５．０ ▲０．４ １５８．７ ４．１ １０２．３ ▲３．８ ９０．３ ２．４
２００６年 １１２．１ ４．９ １１１．９ ▲０．７ ８３．１ １１．６ ９６．７ １３．８ １５６．０ ▲１．７ １０７．９ ５．４ ８９．７ ▲０．７
２００７年 １０５．２ ▲６．２ １１１．３ ▲０．６ ７４．５ ▲１０．３ １０２．３ ５．８ １３９．０ ▲１０．９ １０２．６ ▲４．９ ８６．１ ▲４．０
２００７．９ １０２．６ ▲１６．１ １０８．７ ▲４．５ ７２．７ ▲１８．０ ８３．４ ▲２０．１ １２７．５ ▲３０．２ ９７．８ ▲１５．６ ８９．７ ２．８

１０ １０３．７ ▲７．６ １０２．０ ▲６．４ ７４．５ ▲８．３ ９５．９ ▲１０．０ １４５．２ ▲１４．５ １０３．０ ▲３．５ ８２．４ ▲６．６
１１ １０２．９ ▲８．６ １０７．６ ▲５．５ ７４．２ ▲２．６ ９０．２ ▲２４．７ １４４．４ ▲１４．２ １００．５ ▲６．１ ８５．８ ▲３．５
１２ １０１．０ ▲９．２ １０４．５ ▲４．０ ７９．１ ９．３ ９７．６ ▲７．９ １３１．７ ▲１６．７ ９７．４ ▲１１．７ ８７．９ １．３

２００８．１ ９９．１ ▲４．７ １０６．５ ▲８．１ ８２．８ １２．８ ８５．３ ▲１６．２ １２２．４ ▲５．９ ９４．４ ▲２．６ ８９．３ ０．９
２ １０２．６ ▲２．２ １１９．０ １０．９ ８４．３ １７．７ ６８．９ ▲１３．０ １２８．２ ▲１３．０ ９８．７ ▲３．２ ９６．９ ９．７
３ １０６．０ ▲３．０ １１９．３ ▲６．６ ９２．８ ２７．６ ７３．１ ▲８．９ １２１．３ ▲１９．３ １０５．７ ▲２．９ ９８．１ １３．１
４ １０５．１ ▲０．１ １１０．４ １．３ ８６．１ １６．１ ８１．０ ▲１８．３ １４４．９ ▲０．１ １０２．８ ０．０ ９３．９ １３．９
５ １０７．７ ▲１．６ １１１．４ ▲５．１ ７８．３ １．５ ８９．５ ▲２９．８ １６６．８ １８．６ １００．０ ▲６．４ ９１．６ １０．２
６ １０５．５ ▲１．１ １０９．９ ▲３．９ ７４．９ ▲０．５ ５３．８ ▲５５．６ １７５．２ ３０．３ １００．１ ▲２．８ ９３．８ １１．０
７ １０２．８ ▲１．８ １１２．６ ４．４ ７６．９ ６．６ ５９．１ ▲５６．６ １５７．９ １７．４ ９９．０ ▲４．６ ９４．７ ９．５
８ １０１．１ ▲５．５ １１６．２ ▲１．２ ７２．３ ▲３．９ ６２．３ ▲４９．３ １５２．９ １６．０ ９７．３ ▲９．４ ９４．１ ８．２
９ １０１．７ １．５ １０２．８ ▲１．３ ７８．０ ９．５ ５６．８ ▲３２．６ １４４．３ １６．８ １０１．１ ６．１ ９６．７ ７．８
１０

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００５年 １６．２ ９．１ １，６６５ ８．２ １，２３３ ８．３ １４，０３９ ６．８ ▲２．０ １１．５ ２．４ １００．０ ▲０．６ １８９，６５６ １．７
２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００７．９ ０．８ ２７．８ ２５２ ▲４．４ ６０ ▲４３．３ １，０７４ ▲３０．９ ▲１１．３ ▲４１．６ ▲３２．４ １００．４ ▲０．４ １３，０７３ ▲４．３

１０ ▲５．０ ９．６ １８２ ▲１６．０ ４６ ▲５０．５ ８９３ ▲７．９ １４．２ ▲２２．７ ４４．４ １００．４ ▲０．３ １４，２７４ ▲４．７
１１ ▲８．６ ▲０．０ １８１ １６．８ ９３ ▲３３．３ １，１３９ ▲２６．２ ▲２．５ ▲１２．５ ▲８６．７ １００．３ ０．２ １５，２２６ ０．７
１２ ▲６．３ １４．８ １７４ ▲１５．９ １０１ ▲３６．７ １，０３４ ▲２２．３ ▲９．２ ▲２０．２ ▲４９．８ １００．３ ０．２ ２１，５９２ ▲１．５

２００８．１ １６．４ ▲０．６ １０７ ▲１８．０ １１４ ２１．９ １，２４２ １５．９ ７．４ ３０．５ ▲１４．２ １００．０ ０．２ １７，１７６ ▲１．４
２ ２９．９ ▲２５．２ １５７ ５２．４ １３４ ３７．０ ９６３ ▲１８．１ ▲１６．５ １１．３ ▲６５．３ １００．０ ０．９ １３，５５１ ▲７．１
３ １９．３ ▲１７．５ ２６８ １７．０ ６９ ▲２７．４ ７３８ ▲３８．０ ▲１２．７ ▲４５．０ ▲６５．２ １００．３ ０．６ １５，１８９ ４．６
４ ▲１３．６ ４２．６ ２４１ ２８．９ ４２ ▲８１．５ ９９４ ７．２ ２８．４ ▲２２．５ ２１５．６ １００．１ ０．３ １４，５６９ ▲３．１
５ ２７．１ ２０．２ １８０ ▲１１．４ ７３ ▲６５．１ １，０５６ ▲３１．０ ▲１２．０ ▲２４．１ ▲７９．５ １０１．０ １．１ １４，８２２ ▲１．１
６ ▲９．８ ▲１６．３ ９４ ▲２８．２ ８１ ▲４３．７ １，０６３ ▲２４．４ ▲１６．６ ▲５７．３ ３６３．８ １０１．４ １．７ １４，０５７ ▲４．２
７ ６．６ ６６．９ １２５ ▲１６．１ １７７ １６４．２ ９９３ １．３ ２２．８ ▲１０．６ ４２．９ １０１．５ ２．０ １７，３３０ ０．４
８ ４．０ ５８．６ １２８ ▲１４．５ ９３ ５７．７ １，２６８ ４６．９ １８．３ ５０．７ １８１．０ １０１．８ １．６ １４，７０６ ▲２．３
９ １０２．４ ４８．６ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５
１０ ▲４０．９ ４５．６ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２

出所 長崎税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 ３６，５９６ ▲１．８ ２６，９２３ １．９ ４４４，９７３ １２．２ ３２９，７３１ １．９ ０．７３ １３０ ▲０．８ ４７，２７１ ０．５ ２７，３８７ １．３
２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００７．９ ３，１５３ ▲０．１ ２，２９６ ▲４．７ ３２１，５６１ ２．７ ２６１，１０１ ５．１ ０．８３ １１ ▲８．３ ４７，９７２ ０．６ ２７，７０１ ０．９

１０ ２，４６０ ７．１ １，８７５ １．７ ３５６，６１８ １３．６ ２８６，２８６ １０．７ ０．７８ １０ ▲３７．５ ４７，１５１ １．２ ２８，００３ ３．５
１１ ２，９８９ １４．１ ２，０２１ ▲４．２ ３５６，３７８ １４．７ ２９１，７６８ １３．６ ０．７４ １４ ７５．０ ４７，０４２ ０．９ ２８，２２６ ３．９
１２ ２，０４５ ▲７．９ １，９９９ ▲５．１ ８４８，３７２ ２４．８ ３４９，３７０ ▲３．４ ０．７３ １１ ▲８．３ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０

２００８．１ ２，４５８ ６．８ ２，１９８ ０．３ ３４４，２５８ ▲５．５ ３１２，８７６ ▲０．６ ０．７１ １０ ▲１６．７ ４７，２００ ２．１ ２８，２６２ ３．９
２ ３，２５０ ２．３ ２，８８３ １．７ ３３７，４３３ ▲９．９ ２７９，２９２ ▲２．５ ０．７４ １５ ▲６．３ ４７，１７９ ２．１ ２８，１９８ ３．５
３ ４，７２４ １．３ ３，８２２ ▲２．５ ３５２，２１６ ▲７．１ ３２３，０３０ ６．７ ０．７１ １５ ２５．０ ４７，１２２ ０．２ ２８，８９３ ３．８
４ ２，１７６ ９．２ １，９９３ ▲１．６ ３３３，６５９ ▲１２．０ ３４２，９５９ １２．４ ０．７１ ７ ▲１２．５ ４７，７３１ ０．３ ２８，２３２ ４．８
５ ２，１３１ ▲０．６ ２，１７３ ▲０．８ ３１６，２１９ ▲６．６ ３１４，５５１ ▲１．１ ０．６７ １７ ３０．８ ４８，４２８ ２．７ ２８，７０６ ５．５
６ ２，４９４ ▲２．８ ２，４１７ ▲０．３ ５６２，５２８ ▲１０．１ ２８０，７６３ ６．１ ０．６５ １６ ４５．５ ４９，２１１ １．５ ２８，６２１ ４．４
７ ３，１３６ １７．７ ２，３２４ ４．８ ４１０，３６１ ▲１４．６ ３３４，１１４ ４．９ ０．６４ １４ ７５．０ ４８，５０８ ２．３ ２８，７３５ ４．８
８ １，７８１ ▲１４．０ １，９４３ ▲３．２ ３４７，８２６ ▲１．９ ２８７，１０４ ５．６ ０．６１ ２０ ５３．８ ４８，６７０ ２．８ ２８，８４３ ５．１
９ ３，０７３ ▲２．５ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．６０ １６ ４５．５ ４８，１６９ ０．４ ２８，９２１ ４．４
１０ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９８ １．８ ２８，７６９ ２．７

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。陶磁器出荷金額は、従業員５人以上の事業所における台所用品、食卓用品の出荷額の合計。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００５年 １３．５ ２７．７ ７０，０８３ ▲７．７２，０９０ ▲９．０ ７７４ ▲０．１ １０，２３０ ５．７ ▲４．７ ▲０．５ ６８．３４，５９６ ０．９１００．０ ▲０．８
２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００７．９ ６３．２ ４２．８ ４，８７７ １０．７ ２０９ １７．６ ６９ ３．０ ６７４ ▲１７．３ ▲２０．７ ▲３．６ ▲４９．４ ３９４ １７．０ ９９．９ ▲０．４

１０ １０７．９ ２５．０ ６，０３１ ▲４．３ ２０６ ▲２．０ ５０ ▲３４．８ ４２３ ▲４０．２ ▲２５．８ ▲３５．５ ▲８５．７ ４２４ ▲１７．８１００．３ ▲０．１
１１ ４１．５ ８８．５ ６，４９１ ２７．０ １８３ １９．５ ３４ ▲３４．９ ６６８ ６．２ ５．３ ３６．３ ▲６７．３ ４６２ ４．１１００．０ ０．２
１２ ５．６ ７５．７ ７，４５７ １５．３ １３５ ▲２３．７ ２８ ▲８４．０ ５７９ ２３．２ ▲１６．７ ７０．１ ６８．４ ３９７ ３．９１００．１ ０．５

２００８．１ １９．１ ３７８．９ ５，５４７ ▲６．２ ９４ ▲３３．５ ４３ ２５．３ ５１２ ▲８．４ ２．４ ▲９．９ ▲３７．７ ２６１ ▲４．５ ９９．８ ０．６
２ ２８．７ ３２．１ ５，６４０ ０．５ １３４ ▲１３．３ ３５ ▲４６．８ ５４９ ４．６ ▲２．７ １５．７ ▲５８．３ ３１９ ▲２．３ ９９．６ ０．５
３ １５７．０ ▲１１．３ ６，６１２ ▲３．３ ２４０ １９．９ ２８ ▲１３．８ ５５８ １３．０ ４．０ ２２．３ ６．３ ４９１ ▲９．８１００．０ ０．６
４ ３７．０ ３４．８ ７，６１５ １３．０ ６７ ▲３６．３ ６３ １５８．４ ５１８ ▲２１．５ １０．４ ▲３２．２ ▲５３．７ ４００ ▲９．９１００．２ ０．６
５ ４．８ ４８．４ ６，７４０ １７．８ ４２ ▲４６．７ ３５ ▲２８．３ ４０１ ▲３８．３ ▲１０．３ ▲６２．７ ０．０ ５２９ ▲０．４１００．９ １．２
６ ▲３８．９ １８．８ ５，６８６ １１．２ １１５ ２．３ ４７ ▲２０．３ ７５７ ２９．８ ２９．２ ２８．１ ６４７．１ ２７６ ▲１．３１０１．１ １．７
７ ▲１２．０ ６５．９ ５，７９９ １８．３ １２４ ▲２．９ ９９ ６．６ ４５７ ▲２３．７ １．４ ▲１５．５ ▲６９．０ ３３２ ▲０．４１０１．５ ２．２
８ ６７．３ ６９．８ ４，７５８ ４．５ １５１ ▲２７．３ ６９ ▲３５．２ ６０９ ２５．１ １６．４ １１．４ ９８．４ ５４３ ▲８．１１０１．８ ２．０
９ ▲４９．０ １８．８ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０
１０ ▲９．８ ２３．６ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６

出所 長崎税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００５年 ９６．１ ▲６．９ １０１．８ ▲２４．４ １０２．６ ４．４ ４５．７ ▲１８．７ １３４．０ ２．６ １，７３２ １８．４ ２，９４５ １３．４ ７．９
２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ９．７
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ０．０
２００７．９ １０４．４ ▲２．３ ９７．３ ▲２９．４ １０９．８ ６．０ ４５．５ ▲１１．３ １３１．３ ９．０ １８４ １５．６ ２６１ ▲１２．４ ▲９．３

１０ １０５．４ ▲４．６ ８９．０ ▲３７．９ １１３．７ ８．３ ５１．９ ▲９．１ １４５．８ ２７．６ １８５ １５．５ ２６３ ２．７ １３．６
１１ １１０．１ ▲１．４ ８７．６ ▲４０．０ １０８．３ ４．８ ５８．２ ▲１．４ １５１．５ ２５．８ １９２ ２６．１ ２７５ ６．２ ▲５．１
１２ １１０．５ １．９ ９５．５ ▲２９．４ １０９．３ ▲８１．３ ５２．４ ▲１１．１ １３２．６ １２．３ １８２ １６．６ ２４８ ▲１０．７ １７．４

２００８．１ １２４．２ １０．７ １３７．３ ▲２．５ １０８．３ ２．５ ５０．０ ▲１７．２ １３７．２ ２８．９ １７２ ２７．１ ２６０ ▲８．０ ０．６
２ １２８．７ ２１．０ １５６．７ １７．０ １１４．２ ９．０ ４６．９ ▲２１．６ １３７．８ ３１．２ １９４ １７．５ ２４６ ▲２．６ ７．５
３ １０３．６ ▲０．４ １５７．６ ２１．４ １１０．０ ２．０ ３２．４ ▲５０．３ １３１．６ １７．８ １８７ ▲１２．４ ２２４ ▲２４．４ １７．４
４ １２９．５ ２９．６ １４４．０ ３２．７ １０４．４ ▲１．４ ４８．８ ▲３３．３ １３５．９ ２４．０ ２０２ １２．１ ２３９ ２．６ ２９．３
５ １２２．１ １９．８ １５５．２ ６４．８ １０４．１ ▲７．８ ５３．９ ▲３４．８ １３４．０ １８．３ １８４ ５．７ ２４５ ▲５．３ １０．８
６ １１９．４ １６．９ １５１．７ ５７．６ ９３．１ ▲１３．７ ６０．２ ▲１５．２ １４５．９ ２３．５ ２０２ ５．５ ２９４ ２５．２ ２１．２
７ １１９．６ １３．９ １７８．１ ７７．１ ９６．２ ▲４．２ ６１．８ １．０ １４８．５ ２２．８ １７６ ０．９ ２７２ ２１．１ １６．２
８ １３１．５ １７．７ ２０３．３ １０３．３ １０９．５ ▲７．４ ３６．１ ▲４１．５ １５８．９ ２２．８ １７８ ▲５．８ ２５０ ０．２ ▲６．６
９ １２４．０ １９．５ １８７．２ ９０．３ １０７．７ ▲１．１ ３３．３ ▲２７．４ １４８．７ １３．８ ２０３ １０．４ ２５５ ▲２．３ ▲１９．１
１０

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １３９，７３７ ▲５．２ ２５，２４７ ▲２．６ ２３，０６８ ０．５３１０，６１７ ▲１２．３ ２６８，７７７ ▲９．５ ０．５８ １１６ ２．７ ４０，８４１ ▲０．５ ２６，２６３ ▲５．３
２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００７．９ ９，５１２ ▲２．６ ２，０８９ ▲４．２ ２，０００ ▲１２．８ ２８１，９５９ ▲５．５２７９，３９０ ４．４ ０．６２ １３ ▲７．１ ４０，９１９ ２．７ ２４，３８２ ▲３．４

１０ ９，９５３ ▲４．９ １，６９３ ９．５ １，５４５ ▲１６．５ ３００，４８８ ３．１３０５，５００ ▲７．９ ０．６１ １９ ７２．７ ４０，５２８ １．５ ２４，２３２ ▲３．１
１１ １０，６４６ ▲１．４ １，７７２ ４．９ １，６４１ ▲１８．０ ２８２，８３５ ▲１．９２６６，１６９ ▲１．４ ０．５８ １１ ０．０ ４１，０３９ １．２ ２４，１８２ ▲３．０
１２ １４，０３４ ▲３．１ １，５５８ ３．７ １，６０３ ▲１２．７ ６１２，９５９ ▲６．３３５１，２１３ １０．５ ０．５７ １１ ５７．１ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１

２００８．１ １１，９８４ ▲２．３ １，６６９ ６．２ １，８４６ ▲４．６２６７，９８１ ▲７．８２９３，７６０ ▲８．５ ０．５６ １２ １００．０ ４０，４６７ ２．０ ２４，１６６ ▲２．４
２ ９，５３７ ２．１ １，９７１ ４．６ ２，１８５ ▲９．７３０３，９３５ ▲１８．８ ２５１，２４４ ▲１２．０ ０．５８ １４ ５５．６ ４０，５３９ ２．１ ２４，３３７ ▲２．０
３ １０，１７６ ▲２．２ ２，９７８ ３．４ ３，０９８ ▲８．８２７０，１６３ ▲２２．８ ３２２，８１７ ▲１６．５ ０．５９ １８ ６３．６ ４０，３１８ ０．３ ２４，８７４ ▲１．７
４ ９，９０８ ▲３．７ １，３７３ １１．９ １，６７２ ▲１０．８ ３２１，５３１ ▲９．８２８０，３３１ ▲８．１ ０．５９ １５ １５０．０ ４０，９２８ ０．１ ２４，１９３ ▲１．６
５ １０，１２６ ▲４．３ １，３５７ ▲０．６ １，７９３ ▲２．８２７４，３９９ ▲６．８２６０，２８５ ▲２１．８ ０．５９ １１ ▲４２．１ ４１，４１２ １．０ ２４，１４８ ▲１．６
６ ９，７５０ ▲５．０ １，５４８ ▲５．１ １，９５１ ▲２．６５２７，７７７ ８．３２５８，９５６ ▲９．５ ０．５８ １７ ８８．９ ４１，３７８ ▲１．６ ２３，７９５ ▲３．４
７ １１，８９６ ▲１．２ １，９３０ １６．９ １，９０７ ８．７３７０，２２３ ▲９．９２８５，９１７ ▲１７．３ ０．５７ １７ １３．３ ４１，０７９ ▲０．５ ２３，９０５ ▲２．８
８ １０，４２０ ▲５．１ １，３４８ ▲３．１ １，４７１ ▲０．９３４１，８７２ ２．４３００，６２４ ▲６．９ ０．５８ １５ ▲２１．１ ４１，２７８ ０．６ ２３，９７３ ▲２．３
９ ８，９３９ ▲６．０ ２，０７７ ▲０．６ ２，０５４ ２．７３３０，８５７ １７．３２７８，１９８ ▲０．４ ０．５７ １５ １５．４ ４０，６２０ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９
１０ ９，３７１ ▲５．８ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０３３２，６８７ １０．７２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４１ ▲０．２ ２３，５１４ ▲３．０

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。陶磁器出荷金額は、従業員５人以上の事業所における台所用品、食卓用品の出荷額の合計。漁業水揚金額は、長崎、

佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂
の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�平　松　毅一郎�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

早いもので、もう年の暮れです。福岡市

天神の百貨店は週末など物凄い人出で賑

わっていますが、財布のひもは少々固めの

ようです。先日、当社企画の第一回目の商

談会を開催しましたが、遠隔地から熱心に

ご参加いただき、主催者として気持ちを新

たにしています。「元気を出そう九州！」

来年はこれでいきたいと思います。

香港は、一番過ごしやすい季節となりま

した。これからこちらでも冬を迎えますが、

そこは亜熱帯の香港。冬であっても１０℃を

下回るようなことはほとんどありません。

しかし、一般家庭はもとよりホテルでも建

物内には暖房施設を備えたところがない為、

逆に日本より寒く感じられるかもしれませ

ん。来港者はご注意を！

いよいよ年末。今年一年を振り返ると公

私共に「激動」という言葉が当てはまる、

慌しい一年間であった気がします。小報の

発刊もそのひとつです。２００９年も読者の皆

様の役に立つ『ＦＦＧ調査月報』を目指し、

さらに、努力していきたいと思いますので、

今後とも、ご愛読のほどよろしくお願いい

たします。

前 島 平 松 横 尾

２００８年の今年の漢字は「変」が選ばれま

した。経済環境においても世界的な金融危

機が起こり、現在まさに大きな変化の中に

あります。私自身も２００８年は転勤と引越し

があり大きな変化の年でした。２００９年は、

さらに充実した月報を発行できるように創

意工夫してゆきたいと思います。

ヒントやアイデアは、案外、事業環境や

生活環境の全く異なる世界から探し出すこ

とが出来るものです。私も普段から、自分

と異なった環境や立場に身を置く方達と話

をするように心掛けています。

“悩まず話そう”です。

トップに聞くの取材で株式会社ギコウの

松本社長にお話をお伺いしましたが、従業

員に対する愛情の溢れる社長でした。従業

員の処遇向上を第一の目標にして、新技術

の導入や生産性の向上に取り組む社長の姿

に感動しました。今後も着実に発展される

ことを心から願っています。

島 浦 今 泉 城

海 外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報８号 ２００８年１２月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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